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予 算 審 査 特 別 委 員 会 記 録

＜くらし創造部、景観・環境局、農林部＞

開催日時 平成２９年３月１６日（木） １０：０１～１４：１４

開催場所 第１委員会室

出席委員 １２名

森山 賀文 委員長

岡 史朗 副委員長

亀田 忠彦 委員

松本 宗弘 委員

田中 惟允 委員

西川 委員

清水 勉 委員

阪口 保 委員

中野 雅史 委員

太田 敦 委員

山本 進章 委員

粒谷 友示 委員

欠席委員 なし

出席理事者 浪越 副知事

一松 総務部長

福谷 農林部長

中 くらし創造部長兼景観・環境局長

ほか、関係職員

傍 聴 者 ３名

議 事 ２月定例県議会提出議案について

＜会議の経過＞

○森山委員長 ただいまから本日の会議を開きます。

それでは、日程に従い、くらし創造部、景観・環境局、農林部の審査を行います。

これより質疑に入ります。その他の事項も含めて、質疑等があればご発言願います。

なお、理事者の皆様には、委員の質疑等に対して明確かつ簡潔に答弁をお願いします。
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それでは、ご発言願います。

○清水委員 通告しているものも、通告外もありますので、まず通告外から質問します。

くらし創造部に質問です。現在、（仮称）京奈和自転車道の整備が行われています。こ

れは道路環境課でやられており、総事業費約２０億円を使われるという話を建設委員会で

も聞いていますが、そのときに、事業効果等を含めて、将来のＢバイＣを早く出してくだ

さいという話をしています。

そんな中で、多分協議が既にあると思うのですが、（仮称）京奈和自転車道ができ上が

った場合、もしくは今年度、４億円ほど予算が上がっていますので、整備が完了した場合、

くらし創造部として、（仮称）京奈和自転車道を使った事業展開等を考えておられるのか

についてまず１点お伺いします。

○村上スポーツ振興課長 （仮称）京奈和自転車道に関しては、サイクルルートを設定す

る中で、まほろば健康パークにサイクリングステーションを１つ設けています。さらに、

橿原公苑にもサイクリング＆ジョガーステーションを設けています。これらの施設は、自

転車を整備する場所を、サイクラーがそこへ来れば修理ができたり、空気を足したりなど

できる場所を既に備えています。これらを活用しながら、県の所管していますスポーツ施

設をご利用いただいたり、インバウンド、県外からの集客につながるように努めてまいり

たいと考えています。

○清水委員 今の話であれば、施設の整備はありますけれども、整備後、例えば道路がつ

ながった場合に、イベントであったり、地域の皆さんやサイクラーの皆さんも含めて、何

らか健康に対するもの、それプラス周辺市町村の振興につながることは何かお考えですか。

○村上スポーツ振興課長 現状として、過去に、奈良県、和歌山県、三重県と自転車ルー

トをつなぐことを平成２６年度までやらせていただいたこともあります。

それと、自転車競技や自転車に親しんでいただくような、子どもたちを対象にした自転

車教室を、今年度、橿原公苑でやらせていただいたり、プロの選手に来ていただいて、い

ろいろな体験をしていただくということもやっています。自転車道がつながったり、途中

の段階でも、今までの既存事業の中で取り組んでいけるのではないかと考えています。

○清水委員 ものをつくると、何らかの事業効果を求めるのは当たり前の話で、建設部分

の県土マネジメント部は、つくるほうばかりに頭が行きますけれども、ソフト対策はそち

らですので、ぜひとも連携していただいて、これはくらし創造部長にもよろしくお願いし

たいと思います。
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もう１点、通告外で申しわけないのですが、林業振興課に、「平成２９年度一般会計特

別会計予算案の概要」の６４ページに、林地台帳作成支援事業が載っています。林地台帳

の作成支援で、各市町村が森林所有者や林地境界の不明確化を解消するために、市町村に

おける林地台帳の作成を支援するという目的でなされています。法律を読みますと、目標

が平成３０年度末までで、非常に短い期間でつくらなくてはならない。そんな中で、支援

される内容について、概要でも結構ですので、どのようなやり方をされるのか、お聞きし

たいと思います。

○熊澤林業振興課長 林地台帳支援作成事業についてお答えします。

長引く木材価格の低迷、森林所有者の世代交代や不在村化により、森林の経営意欲が低

下しており、森林の土地に関する情報、例えば所有者、所在、境界などが不明確な森林が

増加し、森林整備を推進していく上で支障となっています。現在、森林の土地に関する情

報は法務局や県、市町村、森林組合等がそれぞれに保有をしているものの、情報の種類や

量、公表の有無等については、主体によってさまざまとなっており、統一的にまとまった

形で整備されていない状況にあります。

こうした状況を踏まえ、平成２８年５月に森林法が一部改正され、市町村が統一的な基

準に基づき森林の土地に関する情報を一元的に整備し、平成３１年４月に公表する林地台

帳制度が創設されたところです。整備については、平成２９年度中に県が保有する森林情

報に、法務局の登記情報や市町村が保有する地番に関する情報などを追加して整理し、市

町村へ提供することとなっています。

もう少し詳しく言いますと、県の保有する森林簿と法務局の登記情報や市町村が所有す

る地番図情報から、地番をベースに突合させ、合致した森林の所在、所有者の氏名、住所

等の情報、境界に係る測量の有無の状況を取りまとめ、台帳とあわせて地図を整理するも

のです。

県としては、林地台帳の重要性に鑑みまして、農林部長みずから、本年１月から２月に

かけて、東部、南部の市町村の首長並びに各森林組合の組合長に対し、林地台帳の整備に

関する理解と協力をお願いしてきたところです。

今後の森林整備を推進するためには、より精度の高い林地台帳を整備することが重要で

あることから、関係する市町村や団体と連携しながら、林地台帳の作成支援について積極

的に努めてまいりたいと考えています。以上です。

○清水委員 今の話でいいますと、既存データを各市町村並びに森林組合、奈良県も含め
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て、今あるものを整理して、１つのものにして公表できるデータをつくるという理解でい

いのですか。

○熊澤林業振興課長 そのとおりです。

○清水委員 そうしますと、結局は公表に値する図面を見ますと、土地の所有者の氏名ま

たは名称、住所、所在地、地番、地目及び面積、土地の境界に関する測量の実施状況、そ

の他農林水産省令で定める事項と、この４項目が対象になっていると思うのですが、特に

図面について、どういう手法で整備をされるのか、再度お伺いしたいと思います。

○熊澤林業振興課長 県で森林計画図を持っており、それも参考にしながら図面をつくる

ことになると思います。

○清水委員 そうしますと、現状の保有している図面は、面積等についても、古くは公簿

図面ですので、公図で整理をされるということですから、実測の面積とは異なるという理

解でいいですか。

○熊澤林業振興課長 現状の図面は、委員がお述べのように、実測もあれば、そうでない

ものもありますので、その中で、例えば地籍調査を行った確実なところだけを図面に残し

ていきたいと考えています。

○清水委員 国土交通省も農林水産省も、先ほど林業振興課長がおっしゃったように、国

土地理院も含めて、地籍調査が特に奈良県は進んでいない。そんな中で、これをされるに

当たって、私も見たのですけれども、国土交通省に国土数値情報ダウンロードサービスが

あり、これは国土地理院が提供しています。こういうデータを使って、なおかつ国土地理

院が現地に置いている基準点等がありますので、どちらかというと、この２年間は暫定整

備を目指して、それ以降は、課税の問題もありますし、できるだけ早く地籍図の整備にあ

わせて、両方考えた上での整備を今回やったほうがいいのではないのかという気がするの

ですけれども、見解はどうですか。

○熊澤林業振興課長 国土数値情報ダウンロードサービスの図面は、基本は２万５０００

分の１の図面です。森林基本図は５０００分の１ですので、その点では森林基本図のほう

がより精度が高いとは思います。この林地台帳の地図は、平成３１年４月に公表してから、

その後、皆さんから、ここが違うなどいろいろな調整をして、より精度の高いものにして

いきたいと考えています。

○清水委員 それぞれの所管で図面をつくられて、部局横断的に利用ができる図面を持つ

ことが非常に大切だと思います。課税面もそうですし、今、林業振興課長がおっしゃった
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ように、林地台帳の付図は２万５０００分の１ですから、大体この辺にありますぐらいの

ことしかわからないのです。正確に座標を求めて、座標をそこに落としていって、図面上

は２万５０００分の１ですけれども、それを例えば５０００分の１、１００分の１、２５

００分の１に活用しようと思えば、測地系に合わせた座標データ管理をしないとできない

わけですから、そこまで踏み込んだ整備手法をとられるのか、それに対して市町村を支援

するのかどうかが問題だと思いますので、その辺について、将来を見据えてやるのかどう

かの答弁をいただきたいと思います。

○熊澤林業振興課長 座標データ管理は、それぞれの地籍調査であれば、そこにデータが

残るということで、そこにあるかないかを林地台帳では示しています。そういうものがあ

れば、そこからデータをいただいて管理するようになると思われます。

○清水委員 繰り返しになりますが、ぜひとも地籍調査の重要性をご理解いただいて、ま

ずは官民境界、民民境界、それと課税の問題も当然あります。課税は基本のことですから、

公平でなければならない。そこをどうしていくのかは、大問題と思いますので、中身を踏

み込んだ上で、今回の市町村支援の中で、将来のことも考えて、今回はこういう整備をや

りますけれども、その次のステップとして、地籍調査に臨みますということを、できれば

市町村にも協力をしていっていただきたいと思います。そうしないと、奈良県の地籍はい

つまでたってもほったらかしで、これは許せないと思います。農林部長、一言ありました

らお願いします。

○福谷農林部長 従来から知事が申し上げていました、スイスの森林の環境管理というこ

とを取り入れていく上で、１点は、よく言っています生産、防災、生物多様性、レクリエ

ーションということで、そういうことを担っていただくフォレスターを加えて養成してい

かないといけない。フォレスターにどこまでやっていただくのか、スイスは法律でフォレ

スターの権限が定められていますので、どこまでやっていくのかは、条例のことも知事も

申し上げていましたように検討していかないといけないということになれば、委員がおっ

しゃったように、土地の所有を明確化していかないと、どこの範囲まで管理してもらうか

ということも当然ありますので、その辺のところは十分意識をしてやっていきたいと思っ

ています。先ほど林業振興課長が申し上げましたように、南部東部の首長を一通り回らせ

ていただき、やはりそれぞれ課題を抱えています。例えば山添村は、７５％地籍調査が終

わっているということで、逆に言うと、ほとんど林地台帳としての整備をする必要はない

ところなのです。ところが山の部分は全部ほったらかしです。おっしゃったように、例え
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ば固定資産税の課税はしていて、納税はしてくれているけれども、果たしてどこに自分の

山があるかもわかっていない方もおられると。恐らく、一概には言えないと思いますが、

税額が安い部分もあると。

そういった意味では、私が首長方を回ったというのは、地籍調査までの精度の高さはな

いですけれども、明らかにしていくことが、ひいては森林管理につなげていくということ

での林地台帳の整備をお願いしたいという趣旨も含めてやっていきました。

林業振興課長が申し上げましたように、いずれにしても今まで何も手をつけていなかっ

た部分です。ただ、県土マネジメント部と話をしていたら、公共事業としてやったところ

は割合整備がされていますので、当然その辺のやりとり、横のつながりも十分とりながら、

できるだけ精度の高いものにしていかなければいけないですし、相当労力も要ることも覚

悟していますので、そんな形で進めていきたいと思っています。以上です。

○清水委員 部局横断で無駄な投資にならないように、ぜひともよろしくお願いしたいと

思います。

では、通告をしておりました、ＮＡＦＩＣのセミナーハウスについて、経済労働委員会

に出された資料を確認しました。この中で、事業効果等、将来の経済波及効果、これは平

成３２年度予測をされているのですけれども、収入想定が現実的ではないと思っています。

知事への代表質問でも言いましたが、私はＫＰＩの設定についての要件、明確性、計量性、

現実性、関連性、適時性、この５つを加味した上でＫＰＩを定めないといけないと思って

いますが、現実問題、今、収入想定をされているのがセミナーハウスで、全体の稼働率が

約４０％で年間収入が４，１００万円余、支出は人件費等々を入れて３，１００万円、収

支バランスとしては１，０００万円ぐらい黒字になる見込みを立てておられます。特にこ

の中で、収入見込みの一番大きいものがゲストルーム２０室ですが、料金設定が１部屋２

万５，０００円、年間１，２６０室の稼働率が約２６％と記載されていまして、その収入

額は、掛けるとわかるのですが、３，１５０万円で、これが一番大きいわけです。果たし

て本当にこれだけの数字想定をやっていて、このとおり入ってくるのかどうかという見込

みはどうなのですか。まずその点をお聞きしたいと思います。

○小坂農林部次長（農政担当、担い手・農地マネジメント課長事務取扱） 清水委員の質

問にお答えします。

まず、なら食と農の魅力創造国際大学校、通称ＮＡＦＩＣの附属施設として検討してい

ますセミナーハウスの収支の想定について、さきの経済労働委員会で報告させていただき
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ました。その概要について、簡単に説明します。

セミナーハウスの運用に当たりましては、セミナールームやゲストルームにおいて使用

料を徴収するなど、事業の自立、維持管理費の捻出や運営の自立を図っていくつもりです。

収入について、清水委員からありましたとおり、シングルのシェアルームが２０室。最

大収容４名のゲストルームを２０室。セミナールームについては３室を設置して、全体と

して４割の稼働率で年間の収入を４，１００万円を目標として見込んでいます。

次に、支出について、人件費、維持管理費で年間３，１００万円を見込んでいます。こ

れにより差し引き、プラス１，０００万円の利益を目標として示しているところです。

清水委員から、収入の目標が過大でないかとの指摘です。収入については、プロの料理

人を対象とした短期研修や、小・中学生を対象とした農村体験プログラム、家族を対象と

した農業体験プログラムなどのソフト事業を実施して収入を上げていこうと考えています。

これらの事業の実施に当たりましては、プログラムの具体化やＰＲ活動やニーズの掘り起

こし、集客活動の実施など、しっかりとした対応の取り組みが今後必要になってくると考

えています。

こうしたことから、今後、開業に向けて、施設の使い方やソフト事業の中身を検討する

に当たりましては、今、委員からいただいた指摘も踏まえまして、さまざまな方のアイデ

アもいただきながら、内容の充実に努めるとともに、収益の実現に向けて、関係機関、団

体等とも連携しながら、取り組みを進めていきたいと考えています。

○清水委員 事業を実施する側はそういう答弁をすると私は思っています。学生が定員割

れをしている現状はことし２年目で、学科によっても違っていて全員入っている学科もあ

りますが、本当に学生も将来的にふえていって、これをつくっても十分機能する、公の施

設としてつくって、やり方は多分指定管理者制度でやられると思いますが、そのつくった

ものが、当然のことながら経過年数によって大きな修繕もしないといけない、その費用は

当然公費で改めて出すわけです。そういう算定の費用も含めて、出のバランスと出に対す

る入のバランスをどうしていくのかを考えないといけないです。

地域振興のことを考えれば当然必要な施設であるのかもしれません。でも、開校して今

２年目なのです。たった２年目で、データがない中で、なぜこれを今やらないといけない

のかというところが、非常に難しい判断をされているのではないのかと逆に心配するので

す。

その中で、今、用途等のことも含めて話をいただきましたが、確実にこれが機能しない



- 8 -

場合、もしもくろみどおりに収入がなかった場合、一体誰が責任をとるのですか。

○小坂農林部次長（農政担当、担い手・農地マネジメント課長事務取扱） お答えします。

委員からご指摘いただき、心配を持たれているのもよくわかります。現段階では、そう

いうことが起こらないように、私を含めて全力で取り組みたいと考えています。

○清水委員 時期尚早感しかないです。特にデータがない中で、なぜ今やらないといけな

いのかというのが本当に不思議で仕方がない。

いろいろ後づけで、収支予測はつくろうと思えばつくれるわけです。ところが、この費

用で今、支出が見られているのは人件費と施設維持管理費だけです。施設の維持更新費は

ここに入っていない。ですので、それをもしここに入れていくと、大変赤字になると思い

ます。施設更新費は誰が持つのかというと、これは税で持つわけではないですか。そこを

しっかりと組み立てていただきたいと申し上げているのです。

さきほど責任の問題を言いましたが、私も土木の仕事をやっていましたからよくわかり

ますけれども、ものをつくるときは夢があったり、つくった成果に対してうれしいという

気持ちはあるのです。ところが、つくったものは４０年、５０年かけて潰れていきます。

なおかつ電気にしても設備にしても、１０年などの短い時間で更新をしていかないといけ

ない。その費用もきちんと算定をした上で、確実にこれは有効な施設になると。なおかつ、

地域の皆さんにも喜んでいただける、奈良県にとって大変プラスになる施設でないと、本

来いけないと思います。ですので、そこがこの説明の資料でも欠落していると思います。

せんだって、非常に財政が厳しいと総務部長もおっしゃった。財政が厳しいときに、な

ぜ今これをつくらないといけないのか、本当に不思議で仕方がないです。これは議員の皆

さんも、恐らく同じ思いを抱いている方はたくさんいらっしゃると思います。

まず、言いましたように、収支バランスの中に施設更新費が含まれているのか含まれて

いないのか、その点をお答えください。

○小坂農林部次長（農政担当、担い手・農地マネジメント課長事務取扱） お答えします。

毎年、定常的にかかる施設維持管理費は、類似の施設を見て計上しているところです。

もちろんその中で日常的な電灯の交換などは見込んでいるところですが、今、委員がおっ

しゃったような、仮に大規模な修繕が何らか必要であったという、普通のランニングコス

トでない部分については、今の我々の試算では費用として計上していないということにな

ります。

○清水委員 漠然とした夢の部分はあってもいいかもしれない。でも、夢ばかりではバク
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になってしまいますので、我々自身は、県民の皆さんのために何をしたらいいのかを主に

考えていただいて、これは夢の部分が大き過ぎるのではないのかという気がします。

先ほど農林部長にお答えいただいたように、森林フォレスターの件もあります。それか

ら、海外から来ていただいたらどこに泊まっていただいてということも考えれば、ここに

来ていただいて、なおかつ研修も全部１カ所でまとめてできればという思いはよくわかり

ますが、年に何回やるのですか。全国的に、そういう学者を毎年半年ぐらい抱えて、ここ

でやれるのですか。そのような予想の見込みがあるのですか。まだそこまで至っていない

でしょう。だから、そういう不安がある中で、さっき言いましたけれども、確実性がない

のです。そこを申し上げている。

決まって上程されているという、これはまだ建設の費用は出ていませんけれども、造成

の費用はことしに上がっていますので、もう少しゆっくり、あと２年か３年、データをき

ちんととった上で、なおかつスイス・ベルン州との提携もうまくいって、条例もできて、

将来の見通しが立ってから、これを建築しますという話はできないのですか。農林部長、

どう思われますか。

○福谷農林部長 桜井市の安倍という地域は、正式な自治会は高家地区というのですが、

構想段階で、ＮＡＦＩＣ、なら食と農の魅力創造国際大学校をつくって、周辺整備をして

いこうというのは、もともと県として考えていたところです。

委員がお述べのように、我々も大学をつくって、申しわけないですが、定員割れしてい

るというのは事実ですので、そのようなことはありませんとは言えないのですが、それは

来年に向かって一生懸命やっていこうと思っています。ただ、オーベルジュ・ド・ぷれざ

んす桜井がおかげさまで結構繁盛しており、大体どれぐらい続くのか、最初は確かにたく

さん来ていただいて、当然ありがたく、それが結構続いている。指定管理者である株式会

社ひらまつも手をかえ品をかえいろいろなことをやってくださっている状況の中で、年間

２万人の利用があったことは、非常に大きなところで、委員からご指摘のように、我々も

最初、一番それを心配していたのは事実です。それが、ある程度軌道に乗ってきて、それ

は１年で軌道に乗ったかどうかはいろいろ見解の相違があろうかと思います。そういう中

で、次のステップに進んでいきたいという中で、もともとのあの地域のモチベーションと

いいますか、あの地域が持ったポテンシャルという部分を具現化していきたいという思い

で、今回の計画を出しました。

いろいろご心配いただいてありがたいと思います。支出見込み、維持管理、建物更新の
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費用まで見ていないというのは、これも事実です。ただ、これからそういうポテンシャル

のある地域でこういう展開をやって何とか、それが夢だと言われるかもわかりませんが、

その中で実践をしていくために、これから我々がしなければいけないことというのは、お

のずと、ご心配いただいている部分を何とか補う形で対応していかないといけないと思っ

ていますので、逆に言うと、これから進めていく。

ただ、委員がお述べのように、建物に着手するのはもう少し後ですけれども、今そうい

う形で進めていきたいというのが我々の思いで、それを実現していきたいという考え方で

す。以上です。

○清水委員 目標経済効果、このＫＰＩに書かれていますけれども、現状は、農林部長か

ら紹介があったように、オーベルジュ・ド・ぷれざんす桜井でもう既に超えているのかも

しれませんが年間約２万人になるであろうということです。それが平成３２年、プラス４

万人の６万人になるという、なかなかここまでは自信を持ってできるかどうか、２万人が

ずっと横ばいで推移するというのはあろうかと思いますけれども、６万人まで一挙に３倍

まで伸びる、ほかのポテンシャルであったり、観光資源であったり、その他もろもろのも

のも含めて少し不安が大きい。

造成をやった後に建築をやれば１０数億円、２０億円などというオーダーのお金が改め

てこの上に上積みをされるわけですから、造成の費用をプラスすることも全部含めて、収

支目標がどのくらいになるのかも当然のことながら検討しないといけないのではないです

か。

夢はあっていいと思います。問題は、過大評価をしてしまうと、責任がとれなくなるの

ではないのですかということを申し上げているわけで、なおかつ、データがない。オーベ

ルジュ・ド・ぷれざんす桜井もまだ１年で、本当にこのまま６万人まで年間ふえていくの

かどうかです。株式会社ひらまつが努力されているのはよくわかりますが、あそこだけで

本当に桜井のあのエリアに６万人が訪れる、なおかつそれだけの費用対効果が求められる

かどうかが不安で仕方がないのです。ですので、建築に当たっては、もう少し余裕を持っ

て、データの集積をやって臨んでいただきたいと思います。

奈良県の人口はどんどん減っていくと予想もされています。インバウンドもいつまでも

つかわからないのです。不確定要素が多過ぎるのです。そんな中で、投資をしないといけ

ないということは、わかります。ただ、その投資をするためには、確たる証拠が必要だと

申し上げていますので、そのようなことも含めて、再検討をお願いしたいと申し上げて質
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問を終わります。

○亀田委員 １つの項目について、幾つか質問します。

橿原市にある橿原公苑の施設について、初めに確認したいのですが、平成２８年度の事

業の中で、たしかことしに入ってから、陸上競技場の一部が使用できなくなっていると思

うのです。たしかタータンの張りかえだと聞いていますが、そのあたりがどのように進ん

でいるのか、教えていただきたいと思います。

○村上スポーツ振興課長 橿原公苑の陸上競技場の工事の状況についてご説明します。

日本陸上競技連盟が公認する陸上競技場には、第１種から第４種まであり、橿原公苑陸

上競技場は、このうち県大会や近畿レベルの大会が開催可能な第２種の公認陸上競技場と

なっています。公認の有効期限が５年間とされており、更新時には陸上競技場の基本仕様

に適合しているかどうかの検定を受ける必要があります。

こういった中で、平成２９年５月３１日で公認期間が満了することから、今年度におい

て、使用により傷ついたウレタン舗装の補修や、ラインの引き直し、ルール改正に伴う棒

高跳びの突き箱の形状変更などの補修工事を行っています。

工事はほぼ完了しており、この３月１９日、２０日に検定を受ける予定となっています。

検定が終わりましたら、陸上競技場の使用を３月２５日に再開したいと考えています。

○亀田委員 ナイトランを実施していただいていると思いますが、特に奈良マラソンが近

づくと、あそこで練習をしている方が非常に多いですし、それに限らず、施設を利用して

ウォーキングしたりランニングしたりする人も多いので、施設が再開されるのが３月２５

日ということですので、またそのときからナイトランも始まるという認識でいいのでしょ

うか。時期を改めて教えていただきたいと思います。要望だけしておきますので、ナイト

ランの開始を教えていただけたらと思います。

そのナイトランについて、以前にも質問しましたが、今、月曜日、水曜日、金曜日の夕

方の５時から夜の９時までだったと思うのですけれども、できれば月曜日から毎日使える

ようにはしてほしいのですけれども、いろいろな事情があるということはよく理解してい

ます。

そうすれば使えない曜日に、その人たちはどこを走っているかというと、陸上競技場の

外周を走っておられたり、橿原神宮の参道を走ったりする方もいらっしゃいます。陸上競

技場の外周の、特に参道側、要は陸上競技場から方角的にいくと西側がすごく暗くて、男

性でも１人で歩いたり走ったりすると、結構真っ暗で怖い、危険を感じるようなところで、
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女性だったらなおさらだと思いながら私も利用していますけれども、今回の補修工事の中

で、それも含まれているのかどうか、教えていただきたいです。

○村上スポーツ振興課長 ナイトランの再開については、基本的には陸上競技場が再開す

る以降の月曜日、水曜日、金曜日は続けていこうと思っています。

ご指摘いただきましたジョギングについては、橿原公苑の中に、８００メートル、１．

６キロメートル、２キロメートルと３つのジョギングコースを設けており、陸上競技場の

西側を走るのは、そのうち８００メートルのコースになっています。

委員がご指摘のように、陸上競技場の西側が暗いという声もいただいています。足元が

暗くて見づらいという声もいただいていますので、この２月末から３月にかけてだと思う

のですけれども、今、照明が３基ありますが、その間にＬＥＤ照明を２基足して、上から

照らすということで改善をしたところです。

○亀田委員 質問していながらですけれども、私も１回見に行ってきたときには競技場の

照明がついていたので、どのくらいの暗さが解消されたのか、はっきりとはわからなかっ

たのですけれども、これがつけたものかというのはわかりました。２基、確かについてい

ました。今度競技場の照明がついていないときに、一回走ったり歩いたりしてみようかと

思うのですけれども、少しはそれで改善されるのかと思いましたので、お礼を申し上げた

いと思います。

橿原公苑も含めた奈良県内のスポーツ施設のあり方も、たしか今年度の予算はちょうど

見直しの時期だということで、新規事業が入っていると思うのですが、今、橿原陸上競技

場の芝生も青々として、すごくきれいになっていますし、これでタータンを張りかえてい

ただいたら、多分またそれも非常にきれいになっているのだろうと思います。そこで働い

ておられる職員もいろいろなスポーツイベントをしてくださっているみたいで、私もたび

たび見に行っていますが、非常にあの施設の利用を活発にしていただいていると思ってい

ます。だから、施設の利用価値がまた高まるのではないかと思っているのですが、それに

しても、老朽化というか、芝生、タータンはきれいですけれども、例えば更衣室やスタン

ド、第１体育館であれば、非常に古い建物が多いので、そういったことも含めてどうする

かということを検討していただくのだろうと思うのですけれども、ぜひお願いしたいと。

松本委員が本会議の代表質問の中で言われましたけれども、ラグビーのワールドカップ

から東京オリンピック・パラリンピック、さらには関西ワールドマスターズゲームズと連

続して続く、こういう機会ですので、奈良県内の市町村が持っているスポーツ施設、県が
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持っているスポーツ施設はたくさんあると思いますが、これは使えるだろう、これは補修

が必要など、要はあるものを２つも３つもつくる必要はないと思いますので、できるだけ

効率的に施設を配置していただいて、さらに使える施設をたくさんつくっていただきたい

と思います。

繰り返しになりますけれども、施設があっても、言い方が悪いかもしれませんが、中途

半端な施設が多くて、プロ野球も１軍の試合を呼んでこられない、サッカーもＪリーグの

試合を呼んでこられないなどという施設ではもったいないということがあります。今回の

見直しの中で、どうせやるのなら、しっかりとしたものをつくっていただいて、子どもた

ちが身近なところで見られる、大阪や京都に行かないと最先端のプロスポーツが見られな

いということであれば、少しかわいそうという気もありますし、そもそも奈良県に住んで

いる方が使える施設ですし、球技ばかり言いましたが、武道場が欲しいという意見もあり

ます。畳を毎回倉庫から出してきて敷いて、柔道の練習しているのだという話もよく聞き

ます。常設した柔道場が欲しいという話もよく聞きますので、全種目、１００％はなかな

か行かないとかわかっていますけれども、できるだけ県内の施設の把握に熱を入れていた

だいて、大きな大会が３年連続で続く機会を見据えていっていただきたいと。

少し心配しているのは、それが終わった後、何を目標にするのかというのがあるので、

いろいろな各種競技の世界大会など、たしか日本で開催されるのが幾つかあると思います

し、東京オリンピック・パラリンピックもあります。東京オリンピック・パラリンピック

は奈良県は関係ないかもしれませんけれども、いろいろな大会を見つけていただいて、さ

らにはそれが、１回本会議でも言いましたけれども、次の国民体育大会開催が、少なくと

も１４年先にしか来ないということですから、１４～１５年先ということであれば、かな

り期間はありますけれども、その間に目標を掲げていっていただきたいと思います。今回

は新規事業で上がっているスポーツ推進計画改定事業ですか。ぜひ充実したものをつくっ

ていただきたいと思いますけれども、そこへ向けて何か一言コメントいただいて終わりた

いと思います。くらし創造部長、よろしいですか。

○中くらし創造部長兼景観・環境局長 亀田委員から施設のあり方について、こう進めた

ほうがよいのではないかという意見をいただきました。

私としても、先ほどおっしゃっていただいたように、施設は同じものを近くに２つも３

つもつくる必要はないと。要するに配置のあり方や、効率的に配置できる視点というのは、

スポーツ施設の今後の整備、運営の考え方に位置づけをしながら、そういった観点で今回
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のスポーツ推進計画の中間見直しに当たって、スポーツ施設の方針を考えたいと。

県内のどこへ行っても、誰でもスポーツができるという、ここが大きなポイントでなか

ろうかと思います。そういった意味で、県民のスポーツ振興に、スポーツをやろうという

人が、いつでも、どこでも、誰でもやれる形で進められるよう施設というのも考えたいと。

それに、わずかなお金でできる施設ではありません。大きなものもありますので、どう

いう形で財源を確保していくのかも検討しながら、今後の整備についてしっかりと検討し

たいと思っています。以上です。

○亀田委員 スポーツに携わっている議員もたくさんいらっしゃいますので、各競技団体

や当然議会にもいろいろと相談していただいて、よりよい計画を立てていただくようにお

願いして、質問を終わります。

○山本委員 私からも幾つか質問をします。今、亀田委員が質問された橿原公苑のスポー

ツ施設整備について、関連もありますので、まず質問します。

「平成２９年度一般会計特別会計予算案の概要」の１１８ページ、橿原公苑整備事業で、

命名権料を活用した施設の機能向上を図るための整備の実施ということで、佐藤薬品スタ

ジアムやジェイテクトアリーナ奈良を含めた予算計上をされていますけれども、その点に

ついて、どのような概要で整備をされるのかお聞きします。

○村上スポーツ振興課長 山本委員の質問にお答えします。

橿原公苑では、ご紹介いただいたように、野球場においては平成２２年度から、第１体

育館においては平成２８年度よりネーミングライツを導入しています。命名権料を活用す

ることで、施設を利用する選手や観戦する方々の安全性、快適性の向上を図るための整備

を行っていきたいと考えています。

平成２８年７月からのネーミングライツでは、野球場は佐藤薬品工業株式会社、第１体

育館が株式会社ジェイテクトに命名権者となっていただいたところです。平成２９年度に

おいては、命名権料を有効に活用して、安全、快適にご利用いただける整備を行いたいと

考えています。

まず、野球場については、１塁側、３塁側、アルプススタンドの上にあります防球ネッ

トを設置したいと考えています。もう１点は、経年で退色が進んでいますスコアボードの

視認性を高めるための塗り直しを行いたいと考えています。

第１体育館については、フロアが剥離している部分がありますので、これによるけがを

することを防いで、快適に使っていただけるフロア面の研磨や、ウレタン材の再塗装を実
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施するとともに、老朽化していますロッカールームの改装を行いたいと考えています。

また、先ほど亀田委員からも指摘がありました陸上競技場にことしから冬芝を入れてい

るのですけれども、毎年植えていかないといけないということで、種をまくことになって

おり、来年度あわせてその冬芝の整備も陸上競技場でしていく予定としています。以上で

す。

○山本委員 いろいろ詳しくことしの取り組みは聞かせていただいたのですけれども、亀

田委員からも話があったスポーツ施設の整備で、まず野球場は、防球ネットやいろいろ対

策をしていただいていますが、先ほど話がありましたように、観客席や、そういう整備が

されていないから２軍のプロ野球しか呼んでこられないと。

橿原市長から私に、以前に一度、１軍を呼んでこられるように外野も広げてやってくれ

ないかという話があったのですけれども、それに取り組んだときに、橿原神宮の西側のほ

うへ広げるのは、水路があったりなど、いろいろな買収の面でなかなかうまくいかないだ

ろうということで、このままでいけば、多分プロの１軍を呼んでこられる野球場にはなら

ないだろうと。少しずつ整備をしていただいていますが、今ワールドシリーズで大変野球

は盛り上がっているのですけれども、片や地方の少年野球など野球人口が大変少なくなっ

て、チームはどんどん激減している状況で、やはり施設整備をすることによって、その人

口がふえていくと。全国的に見ても、近畿を見ても、野球場やスポーツ施設は、奈良県が

一番おくれていると私は思っています。

そういう面で、少ない予算と言われましたけれども、きのうの粒谷委員の話ではないで

すが、子どもたちにお金をかける。それは、クーラーもそうですけれども、こういうスポ

ーツ設備、武道の設備を整備していくことが、大いにこれから奈良県の子どもたちのため

なり、発展につながると私は思いますので、ぜひこういうところに力を入れてほしいと。

その中で、柔剣道場が解体されると聞きましたけれども、今の状況はどうなっているの

でしょうか。

○村上スポーツ振興課長 今回、条例の中にも出していますが、かなり老朽化が進んでお

り、たわみや傾きが出ています。１２月の時点で使用を一旦中止しており、使用者には、

先ほど畳を敷いてという話もいただいていましたけれども、第２体育館や、橿原市の近隣

の施設をご利用いただく紹介をして、今のところは閉めた状態です。

今回、条例の議決をいただきましたら、来年度早々に撤去したいと考えています。

○山本委員 先ほどの関連ですけれども、道場としても、曽我川体育館や第２体育館など



- 16 -

を使っていたら、一々畳を敷かなくてはいけないと。やはり行く行くはしっかりした武道

場をつくって、環境を整えてやっていただきたいと。

以前に、鍵田忠兵衛議員が、本会議のたびに武道場の建設を訴えてこられましたけれど

も、思い半ばでお亡くなりになりましたので、私はその後を引き継ぎたいと、勝手に決意

を新たにしているところですけれども、よろしくお願いしたいと。

確認ですが、第２体育館が潰されるという話は柔剣道場の間違いかと思うのですけれど

も、第２体育館は解体しませんね。

○村上スポーツ振興課長 今の時点でその考えは全くありません。

○山本委員 第２体育館の横にある弓道場も、近畿では恐らく一番整備が整っていないと

いうか、環境が整ってないというか、弓道関係の人に聞いたり、あの弓道場での大会に何

度かお邪魔をしますと、今の広さの倍ぐらいないと、国民体育大会で一気に競技ができな

い。今は体育館に仮で、全国大会をするときは敷いたりしているということで、費用もば

かにならないわけです。そういう話を聞いて、野球場も、陸上競技場もそうですけれども、

弓道場も今後はしっかり整備していただきたい。

明日香村は庭球場を、３２年か、かなり前に、全国大会もできるように、昭和５９年の

国民体育大会のときに整備をされたと。私も若いときで、あのときは一気に庭球をしよう

という、今ではいろいろ環境を整備していただいていますので、利用もかなり多いという

ことです。弓道場も、そういう意味で国民体育大会に向かって、今すぐとは言いませんの

で、国民体育大会を迎え入れるように、ほかの競技もそうですけれども、橿原公苑整備の

中では弓道場が大変おくれていると思いますので、この点をしっかり要望をして、この項

目の質問は終わります。

次に、明日香村は、昭和５５年に明日香村特別措置法が制定をされました。それで規制

が大変厳しくなり、住民に大変不便を強いる。隣の橿原市は、例えば開発がどんどん進ん

で、土地の値段がその当時でも坪２０万円、３０万円で売買をされていた。しかし、明日

香村へ入ってくると、景観を守るために土地の売買ができないということで、坪単価は、

それの１０分の１、２０分の１で、規制があるがために売買ができないわけです。そこで、

国の制度、県の制度等で第一種地域、第二種地域の特別地域の買い上げという制度をつく

っていただきました。村の人は家を建てる、嫁に行かす、子どもの学費をということで、

先祖からの土地も売っていこうかということで、だんだん件数が多くなり、予算の１０倍

以上の待機者がおられる状況です。私が県議会議員に出たときには高い時分だったのです
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けれども、明日香村としてはこの課題を、しっかり私の政治課題にしようということで、

毎回その質問をさせていただき、予算をどんどん上げていっていただいた時期もありまし

たが、ある時期から見直しがあり、その予算もどんどん少なくなってきた状態です。最近

は私もその質問もいつの間にかしなくなったという状況ですが、今回予算審査特別委員会

にも入らせていただき、買い上げ制度の状況を、一度詳しく聞かせていただけたらと思い

ますので、よろしくお願いします。

○佐野景観・環境局次長（景観・自然環境課長事務取扱） 山本委員から明日香村に関す

る土地の買い入れ制度についての質問です。

土地の買い入れ制度とは、古都保存法に係る歴史的風土特別保存地区内において、委員

がお述べのように、厳しい行為の制限が課せられていますので、その代償措置として設け

られた制度です。

古都保存法の規制のために土地所有者がその土地を利用できないとき、土地所有者の申

し出に基づき、県は買い入れるものとしています。制度を開始した昭和４３年度以降で、

今まで県全体では面積約４４２ヘクタール、金額に換算して約５８３億円の買い入れを行

ってまいりました。

委員からお尋ねの明日香村については、第一種地区では昭和４５年から買い入れを始め

まして、これ以外の地区、いわゆる第二種地区は、明日香村特別措置法ができたときに、

全村が古都保存法の買い入れ制度の対象地となったもので昭和５５年から買い入れを開始

しました。

現在までの買い入れ地面積の合計は、明日香村で約６７ヘクタールです。村面積の約

３％となっており、地目別では山林が約６ヘクタール、田が約４６ヘクタール、畑が約１

３ヘクタールなどです。以上です。

○山本委員 そうすれば年間の買い上げに対する予算で、何件ぐらいを買い上げているの

か、件数も、広さもそうですけれども、例えば１億円でどのくらいの件数が買い上げられ

ているのか、現況はどうですか。

○佐野景観・環境局次長（景観・自然環境課長事務取扱） 平成２９年度の要求予算は、

前提が国の補助金を充てることにしていますから、国の補助金額によって変わる可能性が

あるということをご了解いただきたいですけれども、県予算では７億２，７８０万円です。

そのうち明日香村については、今、要望が上がって県に申請が上がっています第２種地区

は５件、約０．９ヘクタール、約８，０００万円を見込んでいます。以上です。
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○山本委員 ということは、現状を見ますとかなり件数も減ってきているし、予算もつい

この間までは１億４，０００万円～１億５，０００万円など、２億円などもあったのです

けれども、聞くところによると件数によって予算を組んでいっていると。今までなら３年、

４年と待たないといけなかったですが、１年、遅くても次の年に買っていただけると聞い

ていますが、それは間違いないですか。

○佐野景観・環境局次長（景観・自然環境課長事務取扱） ことしの実績で申しますと、

最長で２年お待ちの方が終わっています。だから、来年も恐らくそういう形になるかと考

えています。以上です。

○山本委員 私達が議員の立場でやいやい言わなくてもいけるようになったというのを実

感して安心しましたが、明日香村特別措置法で苦しんでおられる村民の代償と言ったらお

かしいですけれども、要望があれば、買い上げのいろいろな手続が厳しいところもありま

すが、よく相談に乗って丁寧に対応をしてあげていただきたいと要望しておきたいと思い

ます。

そして、買い上げ地を整備している事業もあるかと思います。今まででも何十カ所も整

備をしてこられましたけれども、平成２９年度の整備はどこか教えてください。

○佐野景観・環境局次長（景観・自然環境課長事務取扱） 買い入れの整備です。買い入

れ地の整備とは、国が定めます歴史的風土保存計画に基づいて、必要な施設の整備を行う

ということです。具体に申しますと、景観保全のための植栽、散策路、ベンチなどの利用

施設、立ち入り防止柵、標識等の管理施設などの整備を行いました。

平成２９年度については、明日香村に限りまして真弓地区で管理用道路の整備と、平田

地区で斜面の土砂どめの工事を予定しています。

なお、明日香村と協議しながら整備することとしており、平成２７年度は真弓地区に多

目的広場を整備し、平成２８年度は立部地区の竹林内に管理用道路を整備しました。いず

れも整備後は県と村、地元の大字が協働して管理することとしており、地元には大変ご協

力いただいています。以上です。

○山本委員 この事業においても、県議会議員に出たときから、毎年やいやい言ってここ

を整備、こうしてあげてほしいなどと言ってきました。今お聞きして、この点においても

県と村と地元がしっかり協議をして、我々が構うところでもなくなったというので安心を

していますので、どうぞよろしくお願いします。

次に、一般質問で鳥獣害対策を質問し、いろいろな鳥獣害対策の答弁をいただいたので
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すが、時間がなく再質問ができませんでした。太鼓も見せましたし、たたきました。その

太鼓の革は鹿の皮でして、鹿やイノシシをとるに当たって、猟友会の方から聞いたのです

が、移動式解体処理車というのを、国や自動車メーカーが考えているということですけれ

ども、これはどういう車で、今後の鳥獣害対策に役に立ちそうなのか教えていただきたい

と思います。

○和田農林部次長（農業水産振興担当、農業水産振興課長事務取扱） 委員がお尋ねの移

動式解体処理車の件ですが、この車については、安全で鮮度の高いジビエの安定的な生産

供給を確保するために、一般社団法人日本ジビエ振興協会と自動車メーカーが共同で、捕

獲現場で屠殺から剥皮という、皮をむくところまで、いわゆる一次処理と申しますが、こ

れを行うもととなるのが２トントラックですけれども、これを改造して共同開発したとい

うものです。

ただし、一次処理の後の枝肉を冷蔵庫で熟成する作業や、枝肉を部位ごとに切り分けて

製品化していく二次処理の工程については、これまでどおり食肉処理業の許可を取得され

ました固定的な施設で行う必要があります。こういったことで、今年度、移動式解体処理

車を導入する妥当性について、現場での機能性や衛生管理面を検証することで試作車が１

台あり、これを長野県、宮崎県、鳥取県、福岡県、愛知県で立証試験を行って、今検証中

ということをお聞きしています。

県として、今後こういった現地実証を実施された県からいろいろな情報を収集するとと

もに、移動式解体処理車を活用していく上でいろいろ課題があるかと思いますので、整理、

対応策等を検討しながら、移動式解体処理車は広域的に利用できると思いますので、広域

での捕獲獣の効率的な処分体制の確立について研究したいと考えています。

なお、県内においては、現在、平成２８年６月時点で、大小合わせて１８カ所の、野生

獣処理加工施設が営業許可されて稼働しています。処理頭数は、その中でも多い大規模な

処理加工施設は、五條市が年間約４００頭、天川村、上北山村にそれぞれ１００頭程度を

処理する施設があり、現状では捕獲頭数に間に合わない状況ですので、まだまだ不足して

いるという認識を持っています。

野生獣肉の処理加工施設については、それぞれの地域で、地形や交通の便を考慮して設

置していくことが理想的だと思いますので、今後も各地域と情報交換を行いながら、施設

設置の計画があれば効率的に捕獲獣を活用できるように支援していきたいと考えています。

○山本委員 私の知り合いの猟友会のメンバーから、その車のことは聞いたのですが、今
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の説明でよくわかりました。移動式解体処理車は、自動車メーカーとの協議の中で、資料

には書いていないのですけれども、１台いくらぐらいなのか。それから、今、いろいろな

ところの検証の情報を集めてということですけれども、その上で県でこのような車を購入

をしようという意図があるかどうか、その点はいかがでしょうか。

○和田農林部次長（農業水産振興担当、農業水産振興課長事務取扱） メーカーの開発費

は試作車ですので明確には申し上げられませんけれども、聞いた情報によりますと、１，

７００万円程度です。ただ、量産する段階になると、もう少し落ちるかと個人的には思い

ますが、現在そういう値段だと聞いています。

今後、こういった車が普及すると、県としてどうするかですが、県としては、一次処理

しかできない車ですので、二次処理ができる場所をまず確保していかないといけないと思

いますので、先ほど申しましたように、今大量に処理できる施設が３カ所程度しかなく、

これではなかなか処理し切れないと思いますので、まずそこを処理してから、導入の検討

をしていきたいと考えています。

○山本委員 高いですね。猟友会の個人では買えない金額の車です。県もそうすぐ購入す

るということもできないようですし、ジビエの処理場というものもしっかりと整備をしな

がら、長い目で、私の知り合いの猟友会メンバーも考えていかなくてはならないと。県で

買ってあてがってもらえるのかという甘い考えをしていたのですけれども、まず無理であ

ることはわかりました。

それから、質問の中で要望をしました。射撃場をつくってほしい。つくってほしいとい

うか、協力してほしいと。長年、１０年来からのその方々の思いですけれども、少し勘違

いをされていたのが、県で施設をつくっていただいて、運営をその関係者がするというこ

とで要望をして、県もそういう要望だったということの双方のそごがあったと思いますが、

今回の要望というのは、自分たちで施設を整備していくと、そのために許認可や、補助金

や、そういうものの手伝いを県にしてほしいということで要望を議場でしたのです。その

ことについては、今すぐ県からどういう手伝いをしていただけるか、また、どういう認可

手続なのかは、少し難しい状況も聞いていますので、この場で再度、議場と同じように確

認の要望はしておこうかと。要は、設置者は団体なり、また、その関係者が自分たちで手

続をしていくと。そして、県、国は、どういう補助金、負担金の制度があるのかを教えて

いただいて、そして猟友会や狩猟者の育成につながっていくためにはどうしても必要な施

設で身を切らなくてはできない施設だと思いますので、ぜひ今後も県の皆さん、関係者の
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皆さんの協力をこの場で再度お願いをしておきたいと思いますので、よろしくお願いしま

す。

次に、予算書の中での農の入り口モデル事業が上がっていることについて教えていただ

きたいと思います。

資料もいただいていますが、農の入り口モデル事業は、近畿大学の関係だと聞いている

のですけれども、詳しく教えてください。

○小坂農林部次長（農政担当、担い手・農地マネジメント課長事務取扱） 説明します。

本事業は、平成２８年度の秋に、県内大学生が創る奈良の未来事業というコンテストにお

いて、最優秀賞を獲得した近畿大学からの提案事業を予算化したものです。

農業の担い手減少の背景の耕作放棄地の増加対策として、本県農業の新たな担い手の円

滑な就農を実現する取り組みを近畿大学とともに始めていくというものです。

事業の目的について申しますと、農業とかかわりの薄かった方が新規就農する場合には、

農地や用水の確保、地域の農業者との連携、生産した農産物の販売ルートの確保など、さ

まざまな問題に直面します。この事業においては、県と近畿大学の連携のもと、近大農園

を設立して、農産物の生産から販売まで実践的に取り組むことを通じて、今ほど申しまし

た問題の解決策の検討を行い、新規参入者が自立的に経営する手法の確立を目指すととも

に、大学生等の新規就農の意欲を喚起することを目的としています。

そのため、平成２９年度の取り組みとして、モデル経営の基盤となる近大農園の設立に

必要な用地を確保するための耕作放棄地の再生と、実際に農業を開始するために必要な施

設の設置及び運営に必要な経費を支援したいと考えています。

農園の設置場所については、近畿大学に近接しており、近畿大学が包括連携協定を締結

している平群町を想定しています。

事業を通じて、将来的な目標としては、販売収入による自立経営を実現することにより、

大学発のベンチャー事業、農の入り口として、新規就農者の裾野を広げるとともに、それ

による耕作放棄地の解消に寄与することを目指しています。以上です。

○山本委員 今、答弁の中にはなかったように思いますが、近大農園の作物はイチゴだと

聞いています。私も近畿大学なので少し残念がっているのですけれども、もう少し早く知

っていたら、そこへつくるのがイチゴ、イチゴといえばアスカルビー、違うイチゴを持っ

て来られる人もいますが、知っていたら、絶対明日香村へ引っ張ってきていたと。施設は

このごろ桜井市にばかり持っていかれているので。それで、明日香村にと思っていたので
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すけれども、これは、この場で愚痴っぽく言っておこうかと。近畿大学が第２の近大農園

をつくるということになれば、ぜひ明日香村。明日香村だけ言っていたらいけないので、

高市郡、橿原市にも行っていただけるように、ぜひお願いをしておきたいと思います。

その点において、同じ近畿大学の福谷農林部長、どうですか。

○福谷農林部長 ご紹介いただきましたように、私も近畿大学でした。ただ、卒業した学

校を大事にするという視点は置いておき、あくまで農業振興という視点に立って、委員か

らご指摘のように、まずこの事業を成功させてといいますか、モデル事業として立ち上げ

をして、できれば、農林部次長が答弁しましたように、そういう組織をつくっていこうと

いう思いもありますので、それが広がっていくよう頑張っていきたいと思っています。以

上です。

○山本委員 なかなか言いにくい答弁をしていただき、ありがとうございます。ぜひ今後

も期待というか、お願いをしておきたいと思います。最後に、ミツバチについて２点質問

をします。ヤマトミツバチの巣箱をふやす取り組みをされている団体があり、私もそれに

共鳴して、何とかヤマトミツバチを繁殖するために、巣箱を設置していただきたいと。議

員の中にも同じように共鳴していただいて、巣箱設置を拡大していこうということで、そ

れぞれの選挙区の地元で働きかけている方もおられるのですけれども、現在、巣箱の設置

を県としてどのように協力していただいているか、教えていただきたい。

もう１点は、同じミツバチにもヤマトミツバチとセイヨウミツバチがいるらしく、セイ

ヨウミツバチが大体蜂蜜をつくっているというのが現状だそうですが、県の予算書の中に

県産蜂蜜のブランド確立事業ということで予算が上がっていますが、詳細についてお伺い

します。

○佐野景観・環境局次長（景観・自然環境課長事務取扱） 県としての巣箱の取り組み、

設置の協力ということで、県全体ではなくて、私ども景観・自然環境課の話としてでよろ

しいでしょうか。

○山本委員 はい、結構です。

○佐野景観・環境局次長（景観・自然環境課長事務取扱） 先ほどの委員の質問の明日香

村のこともありました、県古都買い上げ地というのがあります。古都の買い上げ地という

のは、基本的には何もしない、厳しい規制のある土地なので、現状はほとんどがそのまま

放置している。放置ではなくて、県が何も手をつけないで置いているという状態ですが、

ニホンミツバチの生態としてそこに生息しているのかしていないのかという調査をやる話
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を聞きました。生息調査と学術的な協力という形で、巣箱を置くことによってニホンミツ

バチがそこに生息している、していないが一目瞭然でわかりますので、県の古都買い入れ

地に対して巣箱の設置は、ルールがありますので、行政財産使用許可は出していただいた

うえで、設置をしていただいています。それは景観・自然環境課の対応です。

○桜木畜産課長 県産蜂蜜ブランド確立についてお答えします。

この事業は、平成２７年度より県産蜂蜜のブランド確立に向けた取り組みを始め、平成

２７年度には奈良県養蜂農業協同組合に対して、蜜を集める能力の高い女王バチを導入し、

能力の高いミツバチ群へ改良する取り組みへの助成を実施し、安定的な生産の拡大を図る

ための支援を行いました。

今年度はさらに県産蜂蜜のブランド化に向け、先ほど言いました養蜂農業協同組合が実

施しています検討会の開催や、品質の高さと安全性を保証することを条件としたブランド

認証基準の確立、奈良県産高級蜂蜜、大和の雫というブランド名の決定、公募したパッケ

ージデザインの作成、試作品の試験販売などの養蜂農業協同組合の取り組みへの支援を実

施しています。

県では試作品を３月７日から１０日に千葉県の幕張メッセで開催されました第４２回国

際食品飲料展、一般的にはＦＯＯＤ ＥＸＰＯ ＪＡＰＡＮと言われていますが、そこへ

も出展して、首都圏で品質の高さをＰＲする活動を行い、味や香りがとてもいいと好評を

いただいたところです。

その中で、来年度はレンゲ蜂蜜に味がすごく近く、高級な蜂蜜とされていますヘアリー

ベッチという花の蜂蜜について研究機関と協力しながら、認証基準やブランド認証に必要

な検査方法や検査体制の確立を目指します。

これによりまして、昨年秋より農・畜産・水産物のブランド認証制度であります県プレ

ミアムセレクトの品目に、県産のヘアリーベッチ蜂蜜も加える取り組みを進めていきたい

と考えています。あわせまして、県養蜂農業協同組合が行うブランド蜂蜜の普及啓発や販

売促進への支援も実施する予定です。以上です。

○山本委員 景観・自然環境課長が、ニホンミツバチとおっしゃいましたけれども、私も

まだ日が浅いものですから、詳しくヤマトミツバチの説明はできませんが、それを日本発

祥の大和のミツバチとしてヤマトミツバチと命名しているそうです。そういう面で巣箱の

設置は、なかなか行政としては協力しにくいいろいろなルールがあろうかと思うのですけ

れども、そういう取り組みをされている方、ミツバチの衰退によって森も衰退するし、農
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作物も衰退するということも聞いています。

そういうことも含めて、ぜひ今後も協力をしていただきますようよろしくお願いをした

いのと、また、それに相反するのがセイヨウミツバチだそうです。ヤマトミツバチが衰退

したのは、セイヨウミツバチのせいと言うのはおかしいけれども、そういうこともあると

いう話も聞いています。蜂蜜のブランド化というのを、アスカルビーや大和牛や大和肉鶏

という形で、奈良県の農からの発信でブランド化をしていただいて、活性につながってい

くのは大いに結構なことですので、しっかりと取り組んでいただきたいということを申し

上げて、質問を終わります。

○阪口委員 先ほど山本委員から質問されました。一般質問もヤマトミツバチ、ニホンミ

ツバチのことでした。私も１点だけ、景観・環境局へ質問をします。

先ほど山本委員が発言されましたが、少し追加して発言をします。山本委員が言われま

した団体といいますのは、奈良市の高畑にあるビーフォレスト・クラブ、ミツバチと森を

つくる会です。代表は吉川氏です。パンフレットに掲載されています一部を紹介します。

自然の森は川や海を豊かにして、日本の農業や漁業、そして私たちの生活や経済環境を

つくり、日本の伝統文化の基盤をつくってきました。近年、その森の減少とともにヤマト

ミツバチ、植物の受粉を手助けする生物、ポリネーターが減少しています。もしこのまま

ミツバチが減っていくと、日本の森や農作物の受粉に大きな影響があり、生活も成り行か

なくなり、大変な状況を迎えていますということです。さらに、吉川氏と話をしています

と、ヤマトミツバチの減少の原因は、ダニウイルスの感染で、対策としては、ミツバチが

生息しやすい環境整備だそうです。

私は昨年、文教くらし委員長をしていましたので、充て職で奈良県自然環境保全審議会

にも出席して、奈良県はいろいろなことについて体系的に考えておられると、非常に印象

に残りましたので、家で大事に置いておきました。勉強させていただきましてありがとう

ございました。

そういう関係で、自然環境について興味を持っていまして、この間出された奈良県環境

総合計画も熟読しました。環境総合計画では、７つの柱で施策事業を展開されているとい

うことです。少し紹介しておきますと、景観の保全と創造、清流の保全と復活、生物多様

性の保全、人づくり、地域づくりの推進となっています。さらに、奈良県はこのように施

策の一つとして生物多様性なら戦略をつくっておられ、読んでいますと、このミツバチの

ことは、どこの施策に入るのか、どこにも入らないのかと思ったりもして、新しいことで
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すので、私もわからないわけで、きのうも景観・環境局の担当者と話しましたが、きょう

お聞きしたいのは、ニホンミツバチの巣箱や生息状況の調査をされていますけれども、奈

良県の生物多様性なら戦略を踏まえて、戦略の今後の動向についてお聞きをしたいと思い

ます。

○佐野景観・環境局次長（景観・自然環境課長事務取扱） ニホンミツバチについての質

問です。

先ほど山本委員がヤマトミツバチとおっしゃいましたが、申しわけございません。県の

担当ではニホンミツバチというのが一般名ですので、ここではそう呼ばさせていただきま

す。

ニホンミツバチがポリネーターとして生物多様性を支える重要な生物の一つであること

はよく承知しているところです。一方、奈良県におけるニホンミツバチについては、今年

度のレッドデータブック改訂版の編さん過程での専門家による調査では、県内に生息して

いること、及び危機的状況にはないということも確認しています。生息の動向については、

まだ把握できていないということも現状です。

そこで、県内の自然環境の保全に関係するさまざまな団体がありますが、相互の連携及

び協働を図ることを目的として、平成２６年３月に生物多様性ネットワークを設立しまし

た。これは生物多様戦略の一環です。そのネットワークの組織力を利用して、今後は情報

を収集するなど、いろいろなことの把握に努めまして、ニホンミツバチの生息動向を注視

していきたいと考えています。以上です。

○阪口委員 セイヨウミツバチについては、先ほどの山本委員も発言されましたけれども、

ブランド化は非常にいいことで、県のブランド化をしていただきたいと。

もともとセイヨウミツバチは外国から来ていますので、日本古来ではニホンミツバチ、

私たちはヤマトミツバチと呼んでいますけれども、そこへの支援も、バランスからいきま

すと必要性はないかと思うのですけれども……。

（「総務部長に聞かないとわからないかな」と呼ぶ者あり）

そうですね、そこら辺はバランスの問題をお聞きしたいと思います。

○森山委員長 バランスの問題、答えられますか。

（「総務部長だったら」と呼ぶ者あり）

○阪口委員 総務部長で。副知事でも結構です。

○浪越副知事 予算のバランスという話ではないですけれども、今、ニホンミツバチの話
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を聞かせていただいて、なるほどという思いはしました。

これから巣箱の設置や生息の実態などの調査についてしっかりしていかないといけない

と思いました。ブランド化になるのかどうかは、まだまだこれからの話ですので、そうい

う生息の調査というところに力を入れていくのかと思っています。以上です。

○阪口委員 さらにお聞きしたいのは、奈良県の生物多様性なら戦略（概要版）の１４ペ

ージで団体、地域や学校での自然環境保護保全活動支援と書いていますのは、ミツバチと

森をつくる会という団体なども適用されると考えたらいいのでしょうか。

○佐野景観・環境局次長（景観・自然環境課長事務取扱） 想定していますのは、もう一

つ、奈良県希少野生動植物の保護に関する条例を定めていまして、その中で特定の絶滅の

おそれのある１２種の動植物の指定をしており、その１２種に対する保全活動をしておら

れる団体に対して、今のところは助成をしているという考えです。以上です。

○阪口委員 わかりました。

もう一つ質問は、生物多様性なら戦略（概要版）の１４ページに、地域や学校での環境

教育や体験学習の機会を提供すると。私はビーフォレスト・クラブの活動を、自然がどう

あるべきかということ、巣箱づくりをしていく、巣箱を設置していくなど、私も教師を３

８年やっていましたから、一つの教材として考えていけるのではないかと。環境教育とい

うのは非常に重要ですので、こういう活動も、私も文教くらし委員会ですので、教育委員

会の管轄かと思いますけれども、環境教育、体験学習の機会の提供ということと、こうい

う活動の関連がもしあるのでしたら説明をお願いします。

○佐野景観・環境局次長（景観・自然環境課長事務取扱） 環境教育の話で、先ほどの、

１２種の話を紹介しましたけれど、その中に、学校の教職員の方もおられますし、ＯＢの

方もおられます。そういった方々が子どもたちを集めて、地域で環境教育していることに

対して、県がいろいろサポートしているというのが今の実情です。以上です。

○阪口委員 発言は最後になります。浪越副知事には、お答えいただきましてありがとう

ございます。

その団体の方と山本議員と私と話をしていましたら、横からうちの会派の川口議長が来

られまして、蜂は危ないと言われるのかなと思ったら、非常に積極的で、すぐに担当者を

呼べということになりまして、私の発言も、いろいろ考えの違いもありますので個人で発

言している場合もあります。この件については、会派創生奈良として取り組んでいます。

自民党奈良の西川議員も、好意的なとり方で、何か協力してあげるという感じですので、
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今後また各課にご相談に上がりますけれども、よろしくお願いいたします。以上です。

○田中委員 数点質問します。

みつえ高原牧場について、どのような方向性をお示しいただけるのでしょうか。特に農

林水産省との絡みで、どのような形で推移しているのか、状況をまずはお尋ねしたいと思

います。

○桜木畜産課長 まず、田中委員みずから個別に農林水産省に出向いていただき、要望あ

りがとうございました。

委員がお述べのみつえ高原牧場を核とした畜産振興への支援についてですけれど、昨年

１１月に来年度の政府予算編成等に関する要望に追加して、県から要望活動を行いました。

要望の中では、県の畜産振興を目的として、みつえ高原牧場を核とした畜産団地の造成や

牧場の再整備に向けた取り組みに対して、牧場整備や畜産団地整備に係る施設用地の造成

費用も含め、財政的支援を要望しています。これまでのところ、農林水産省からの回答は

ありませんが、今後も国からの財政的支援の確保ができるよう、情報収集に努めるととも

に、粘り強く要望を続けていきたいと考えています。以上です。

○田中委員 平成２９年度からの部分もあるでしょうから、ぜひ強力に農林水産省に向か

って支援をしてもらえるように活動していただきたいとお願いをしておきます。

次に、地籍調査について、概略的に聞こう思っていたのですけれども、清水委員から先

にいろいろと質問をしていただきまして、なるほどと思って、逆にもう少し聞いてみよう

かと思いました。いろいろと林の中でされている作業を、地籍調査にどのように反映され

ようとしているのか。地籍調査の実情の資料を、どれだけありましたかと県内の様子を見

ていますと、桜井市ゼロ％、五條市８．１％、御所市ゼロ％、曽爾村１．５％、御杖村０．

７％、高取町０％、黒滝村８．６％、天川村２．８％、野迫川村２．３％、十津川村０．

１％、下北３．０％、上北０．４％、川上村０％、東吉野村０．７％、なぜ今、村とか市

を挙げたかといいますと、林業に関係の深い地域の市町村です。林地の部分が、やはりか

なりおくれているということがあるようですし、林業に携わる年齢層を考えましても、非

常に林地を早急にしないといけないという意味がご理解いただけると思います。

いろいろな方がこの予算審査特別委員会に関心を持っておられると思いますので、突然

のお尋ねですが、林業従事者の平均年齢というのは、資料としてはお持ちでしょうか。

○熊澤林業振興課長 林業就業者の平均年齢は５５歳です。

○田中委員 先ほどの議論の中にも出ておりましたが、正直言って、境界線がどこかとい
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うこともわからない人がかなり、現実にあると思います。林業家ですが、住んでいるのは

都市部という方もおられますし、山へ行ったことは、５年も１０年も前に一度行っただけ

で、どこにあったかわからないという方がかなりふえてきているのも現実です。

先ほどからの議論の中で、林地のいろいろな調査や、そういうことも台帳をつくってや

るなどや、既存のデータを市町村に流してどうといういろいろな議論はありますけれども、

やはりきちんとしたものをつくって、それをもとにしていろいろな施策を行っていくこと

は基本中の基本だと思いますし、地籍調査の中で一番おくれているのが林地だということ

もありますので、ぜひ強化されたいと思います。

それは後で答弁の中で一緒に答えていただけたら結構です。ところで、昨年の末に、社

会資本整備円滑化地籍整備事業の制度が創設され、奈良県として具体的な形で地籍調査を

推進するための改めての計画をつくっているのか、つくろうとしておられるのか、その辺

についてお尋ねしたいと思います。

○小坂農林部次長（農政担当、担い手・農地マネジメント課長事務取扱） お答えします。

まず、林地ですが、私は、地籍調査を担当していますので、そちらの面からお答えしま

す。

地籍調査の奈良県の進捗が悪い原因の一つとしては、県土の８割が山林であるという地

勢的な要因があるのは、委員がおっしゃったとおりです。

先ほど、熊澤林業振興課長から答弁のありましたような林地台帳の整備も、県土マネジ

メント部も含めて、部局ときちんと連携して進めていくことが非常に大事だと考えていま

すし、地籍調査の進捗に当たっても、ご指摘いただいたことを踏まえて対応していきたい

と考えています。

２点目の地籍調査の計画です。そこは、一定計画を持って進めているところです。ベー

スとなるのは市町村の要望や、取り組みというところがあり、また、県土マネジメント部

の公共事業の関係もあります。その関係や計画を踏まえて、また、奈良県国土調査推進協

議会では、関係部局が集まって年３回ほど、横の連携をとるように情報を共有しています

ので、県だけではなくて、市町村においても関係課が連携して取り組めるように、きちん

と進めたいと考えています。

○田中委員 最後のところでお答えいただいたのですけれども、公共事業とのかかわりの

中で、この地籍調査を進められていれば、市道や県道や国道の工事がすんなりとできると

いうことで、地籍調査の持っている力は、すごいものがあると思うのです。山中ですけれ
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ども、私たちの宇陀地域でも、県道や国道の道路工事をしようということで県土マネジメ

ント部でお考えいただいても、なかなか当初の予算はついたけれども、そこから前を向い

ていかなくて、予算を流したと。後から、５年、１０年たってから、また違う名目で予算

を新たにつくり直しして、それで進んでいかなければならないということもありました。

ご承知のように、１０年以上前から取りかかっている農道がいまだにできないのは、宇

陀地域の中にある、予算を早くつけて事業を進捗していただきたいとお願いしている箇所

があるわけです。それは、何が原因かと言ったら、対人というか、所有地が特定ができて

いない現実があって先送り、調査する人間の数が足りないから、職員の数が足りないから

すぐにできませんと、また来年です、また再来年ですといって、だんだん引き延ばされて

１０年以上かかっているというのが本当の姿だと思いますから、よし、この事業をやろう

と、この農道をやろうといった決断をされた後はスムーズに事業が進むためにも、地籍調

査は、絶対必要なことだと思いますから、ぜひ力を注いで、地籍調査に努力をしていただ

きたいとお願いをしておきます。

それから、次の質問は、電線の地中化のテーマです。

新谷議員が本会議場で質問をされて、私も質問しようと思っていたのですけれども、新

谷議員が質問するから、同じ質問はと思ってしませんでした。しかし、現実の話をしまし

たら、事前に担当者とも話し合いをしたのですけれども、地中化についてもかなり技術が

変わってきたといいますか、投資する金額も少なくて距離を伸ばせるということもかなり

できてきたようです。

ですから、他府県に比べて、奈良県はかなり低いですので、ぜひ推進をしていただきた

いとお願いしたいと思います。

また、こちらのおられる宇陀市松山地区の伝建地区の地中化について、私は、環境審議

会に入っていましたので、そのときにお話をしましたら、計画は既にできていて、それに

基づいてやっているからとおっしゃいました。それはそのとおりだと思うのですけれども、

なかなか前を向いて進んでいきにくいものがあるのではないかと思います。地中化全般に

ついての努力をしていただきたいと申し上げておきたいと思います。

これは道路管理の関係もあり、実際の事業については県土マネジメントの担当になると

思いますから、改めてあした、県土マネジメント部にお尋ねします。そういうテーマが、

たしか環境審議会にありましたので、それならもう一度質問として、どうお考えなのか、

お答えください。前は理事が、それは既に計画どおりやると答えられました。
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○桝田景観・環境局理事 環境審議会で、県の環境総合計画をつくっています。先ほども

ご紹介いただきましたが、７本の柱という体系です。環境の総合計画ですので、景観・環

境局だけが所管する施策、事業ではなくて、幅広く、それに関係する寄与する効果のある

事業を掲げています。

その中で、委員がお述べのように電線類の地中化は景観の分野で捉えています。そうい

ったところで計画をしており、個々事業については、県土マネジメント部、まちづくり推

進局でやっていただいているということです。

○田中委員 なぜ執拗にそのようなことを訪ねたかといいますと、無電柱化は、宇陀市松

山地区の伝建地区で、もうできていますというお答えをいただきました。これだけの面積

で、路線で、こういう形でできていますということ。けれど、普通の人が一般的に見ます

と、無電柱化といえば、電柱がなくなるというイメージですが、お答えいただいた写真を

拝見しますと、電柱は残っているので、一般の人から見たら、整備ができたとはなかなか

言いにくいのかという気持ちがありますので、あえて質問をしたということです。

これは既にできた部分の話として、成果としてなさっておられるのだと思いますので、

やり直ししなさいとまでは言えないと思いますから、今後の推進方については、どういう

具体的なやり方をするのか、よくごらんいただいて計画をしていただきたいという要望だ

けしておきます。

それから、要望だけにしようと思ったのですけれども、有害動物対策についてお尋ねし

ます。

実は宇陀市では三重県との関係で、直接農林水省産とのかかわりの中で、有害動物の処

理対策をしようという予算をつけていただきました。残念ながら予算を流したようですけ

れども、それは処理場をつくることの難しさを如実に示したものだと実は思っています。

移動式解体処理車については、大いに期待するところです。いろいろ調査をした上でとお

っしゃっていますが、解体処理する時間の問題や、いろいろなジビエとして利用できるか

どうかの判定の中にも、その部分がかかわってくると思いますので、推進していただきた

いと思います。

もう一つ、有害動物の関係で、先ほど山本委員から射撃場の問題についてご指摘があり

ました。以前にも私も本会議場で質問したこともあります。再確認ですけれども、奈良県

には射撃場で練習することが更新していく上で必須ですし、奈良県はほかの府県でそうい

うことをやるので、交通費補助などしやすいように対策はしていただいていますが、県内
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での施設はありません。

他府県との関係でお尋ねしますが、今射撃の訓練する場所を持っていない府県はどれだ

けありますか。

○和田農林部次長（農業水産振興担当、農業水産振興課長事務取扱） 射撃場は、公機関

と民営がありますが、全くない県は奈良県だけと認識しています。

○田中委員 以前、半分くらい持っていない県がありますというのと違って、全国的に見

ても持っていない県は奈良県しかないぐらいのイメージで理解しますから、特に正確な言

葉は言いません。けれど、実はそういう状況にあります。

なぜできない、なぜしないのかという話をしましたら、鉛の害の問題があるから慎重だ

ということをおっしゃいました。それはそれで一つの理由かもわからないのですが、その

理由が他府県ではどう解消されているのか、他府県は全然そういうことを気にせずにやっ

ておられるという答えなのか、その部分のお考えをお示しいただきたいと思います。

○和田農林部次長（農業水産振興担当、農業水産振興課長事務取扱） 一昨年、県で射撃

場の調査をしたことがありますが、それぞれの施設について、おっしゃった鉛の対策はさ

れています。全くされていない施設はなく、調査した施設については全部そういう対応を

されていました。

○田中委員 他府県もできることですので、奈良県もぜひ同じような対策をしていただい

たら、奈良県で射撃場がつくれないということはないと思いますので、前向きにご検討を

いただきたいということをお願いしておきます。

あと要望だけしておきます。

実は、知事肝いりでフォレストアカデミーをつくられるということで、ずっといろいろ

とお考えを示していただいたのは大変ありがたいことだと思います。

けれど、雑誌を見ていますと、よく似た施設が各地域にあるようです。スイスとの交流

を含めて、奈良県は独自のものをつくろうとしているということで、それはそれで特色が

あって、大いに結構なことだと思うのですが、よく似た施設があることを踏まえて、ぜひ

とも全国的にも奈良のフォレストアカデミーはすばらしいと言ってもらえる施設にしてい

ただきたいとお願いしておきます。

それから、昨年、農業ワールドという展示会に行ってきまして、ここの会社を、宣伝す

るわけではないのですけれども、なかなかすばらしい展示会でした。近々また大阪でもあ

るようですけれども、農業のあり方を問いかけるといいますか、既にここまで進んでいる、
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農業参入についても、他府県では、うちの県に来ていただいたら、こうやって協力します

というアピールも、他府県の各地域の方がされておられました。会社の食品工場のような

ものをハウスをつくってされたらどうですかと、我々も指導して協力しますということを

示しておられるほかの県もたくさんありました。

ぜひとも農業関係者にもこういうところに行っていただいて、新しい農業のあり方を見

ていただくことが必要かと思いますし、県庁の職員にも見ていただけたらありがたいと思

います。

それから、もう１点だけお願いをしておきます。薬草の栽培関係について、田野瀬衆議

院議員が農林水産大臣を呼んできて、現場まで行っていただいたりして、役所でも振興を

図るよう努力をされました。もちろん奈良県も、いろいろな施策を講じていただいている

ところですけれども、なかなか一年でといいますか、１カ月、２カ月で短期の軟弱野菜で

はなしに、２年も３年もかかって一つのものを、つくり上げていくという形の農業部門だ

と思いますので、ぜひ力強い推進を今後も続けていただくようにお願いしたいと思います。

以上で質問を終わります。

○和田農林部次長（農業水産振興担当、農業水産振興課長事務取扱） 先ほど射撃場のお

尋ねの件ですけれど、手元に資料がありまして、全国に射撃場がないのは、公営、民営含

めて奈良県と東京都の２つです。以上です。

○森山委員長 審査の途中でありますが一旦午前中の審査を終わりたいと思いますが、午

前中の質問で確認をとらせていただきたいですが、総括審査を行う方はいらっしゃいます

か。

○清水委員 先ほど通告を忘れましたが、ＮＡＦＩＣについて総括審査をお願いします。

○森山委員長 承知しました。

それでは、午後１時より再開します。暫時休憩します。

１２：０４分 休憩

１３：０２分 再開

○森山委員長 休憩前に引き続き、会議を開きます。

それでは、ご発言願います。

○西川委員 奈良マラソンについて、お伺いをします。くらし創造部の皆さん方には非常

に尽力をしていただき、１万３，７００人の参加者を募って開催をしていただいています

ことに、まず、敬意と感謝を申し上げます。
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その中で、今の時代ですので、一つは受益者負担の原則というファンデーションに立つ

と、どのくらいのバランスシートになるのかお聞きをします。まず最初に、予算をお聞か

せください。

○村上スポーツ振興課長 来年度予算案の中には、７，４５０万円の負担金を計上してい

ます。

○西川委員 ７，４５０万円をざっと募集人員の１万２，０００人で割りますと、１人当

たり５，４００円強の県からの負担になりますけれども、総事業予算は幾らになっている

のですか。

○村上スポーツ振興課長 予算規模でいいますと、３億円程度になっています。

○西川委員 そうしますと、あと２億３，０００万円ほどは協賛金、賛助金などという形

で募ってあるということになるわけですか。

○村上スポーツ振興課長 収入の内訳を申しますと、県と奈良市、天理市の負担金の３つ

が公からの負担金です。それ以外に、参加される方からいただく参加料が２つ目です。３

つ目としては、協賛いただいています企業からの協賛金で、あと、細々としたものでいい

ますと、例えばエキスポの出展料というものもその他としてあります。

○西川委員 ８，２００円のエントリーフィーが高いか安いかについては、ほかのマラソ

ンのデータ等もらい、それなりの規模的なものでいくと、若干安いという感じはします。

といいますのは、募集人員が１万２，０００人規模でいきますと、富山マラソンがエント

リーは１万円ですので、１，８００円安いということになりますが、エントリーフィーが

どうこうという問題ではないと、これがリーズナブルなエントリーフィーかどうかという

等での見識だけは、お伺いをしたいと思います。

○村上スポーツ振興課長 先ほども申し上げました大体１万人か２万人規模のほかの県で

開催されていますマラソン大会の平均的な、参加料、自治体からの負担金、協賛金の割合

を平均しますと、参加料の割合が約４０％程度、自治体の負担金が約２６％、協賛金の割

合が約２９％と、これが平均の値になります。これを奈良マラソンに当てはめますと、参

加料が４１．７％、自治体からの負担金が３３％、この二つについては平均よりも高くな

っています。逆に、協賛金の割合は１３．５％で、この割合を比較しますと少し少なくな

っています。

多数の県内外の企業、団体様から協賛いただいているところですが、他地域に比べて少

ないのが否めない実情であると思います。
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○西川委員 中身を聞いてみますと、むやみに安いのではないですかという偏ったことは

言えないと思います。皆様方のボランティアも交えての中で、私自身も２回参加というの

か、スタート時に参加をして、見たわけですけれど、その中でこのようなことまでしない

といけないのかということが、気づいた点、私の率直な意見を申し上げますと、一つはタ

レントを呼んでの司会と出発は果たして奈良マラソン参加者にとってはほんとうに有益か

なと。見ている見物人としての形からいきますと、若干意義はあるように思いますが、こ

の点について、どういうお考えでそのようなシナリオになっているのか、お聞かせいただ

きたい。

○村上スポーツ振興課長 奈良マラソンのコンセプトとして、ランナーに優しく楽しい大

会を目指すというコンセプトでやっています。考え方はいろいろあると思いますが、出発

のときに応援いただけるタレントの方や、エキスポにステージを置いていますので、ラン

ナーを待っている間に、応援に来ていただいているご家族の方などが楽しんでいただくよ

うな企画をしているところです。

○西川委員 平成２９年で第８回目になります。桃栗３年柿８年ということわざもありま

すように、８回目ということであれば、内容的にも少し見直しをしていただいて、より中

身の濃い奈良マラソンにしていただきたいということを希望します。最初にも申し上げた

ように、県庁の職員にもいろいろとご苦労かけてやっていただいている、それに対しての

参加者から見ますと、奈良県が４，１３５人で、断トツというのは当たり前のことで、２

番目が大阪府の２，８９１人、第３位が兵庫県の９２０人、第４位が京都府の８１２人、

ベストファイブが愛知県の５５９人。このようにエントリーから見ますと、数字では北は

北海道から南は沖縄県までという範囲ですけれども、ただ、沖縄県は一人で、果たして北

は北海道から南は沖縄県までと言えるのかどうかはあるのですけれども、沖縄県からも参

加をしていただいてということですので、今後ともなお一層中身の充実と、そして、でき

るだけ受益者負担の原則ということに対して、もう一度是正するところは是正をしていた

だく。先ほど、今までの予算審査特別委員会の中でも、総務部長もおっしゃっていますよ

うに、優先順位があり、そして貴重な税金です。私ごとですけれども、３月になりますと

税金を払いたいが払えないという状況にたびたび陥りますので、奈良県にお住まいの方の

血潮で拠出された税金の納付の中で、行政ですので、そろばんは外してでも、やはり予算

化しなければいけない面もあろうかと思いますが、できるだけ地方事情により最小限の予

算で最大の効果を生むような運営の見直し等を図っていただいて、今後も奈良マラソンが
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より盛大になることを希望して、私の質問を終わります。

○太田委員 私から、農業の問題について、奈良県の農業の担い手は、高齢化が非常に進

んでいると聞いており、また、担い手も減少しているのもあると思います。その確保の取

り組みについて、まずお伺いをします。

○小坂農林部次長（農政担当、担い手・農地マネジメント課長事務取扱） お答えします。

奈良県の農業の担い手は、平均年齢が６９歳と非常に高齢化しており、農業者も年々減少

しているところです。そうしたところから、将来の奈良県農業の担い手の育成、確保は、

県として重要な取り組みであると認識しています。

そのため、県庁と県下４カ所の農林振興事務所に、担い手ワンストップ窓口を設置して、

農業経営や農業技術、国や県の支援制度などに係る相談に対し、きめ細やかな対応を行っ

てきています。平成２７年度で２４９人、延べ１，０４９件の相談があったところです。

県としては、将来の本県農業を担う新規就農者を育成するために、平成２１年度から農

業新規参入者支援事業を実施して、意欲を持って就農を希望する者に対して、早期に農業

経営が開始できるよう、ＮＡＦＩＣや県内先進農家で実践的な研修を行っており、これま

でに２５名が新たに県内で就農しています。

また、就農前の研修期間及び経営が不安定な経営開始初期に給付金を給付して、青年の

就農意欲を喚起する青年就農給付金を活用いただいているところです。平成２８年度は、

３月末までに就農前の研修期間の準備型として３１名、経営開始初期のものとして経営開

始型９６名について給付を行う見込みです。

このほか、県では意欲ある担い手の確保に向けて、ＮＡＦＩＣのアグリマネジメント学

科での担い手育成、県の普及指導員による農業経営や技術のフォローアップ、農業機械や

施設導入などの初期投資に対しての補助事業などを実施しています。

さらに、将来、経営ノウハウを持つトップリーダーとなる人材を育成、確保するために、

平成２９年度から、若手農業者を対象として、農業経営塾を開校したいと考えています。

最後に、奈良県農業の振興を図る上で、意欲ある担い手を確保、育成することは重要な

農政の柱と考えており、新規就農希望者の意向や相談に耳を傾けて、将来展望を持って農

業が営めるよう、一人ひとりのニーズに丁寧に対応したいと考えています。以上です。

○太田委員 平成２６年の数字では１８５名の方々に対応していると、支援制度として、

国や県の農業経営や農業支援の相談は、５５３件だったのですけれども、先ほどお聞きし

ますと直近では２４２名、延べ１，０４９名で、相談件数という点ではほぼ倍になってい
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るかと思うのですが、どういう理由があるのでしょうか。

○小坂農林部次長（農政担当、担い手・農地マネジメント課長事務取扱） お答えします。

若い人もそうですし、もしくはサラリーマンで、６０歳で定年してから、農業に関心を持

っていただいている方がふえているのははっきり言えるかと思います。そういったことが、

件数の増加にもあらわれていると思います。

ただ、農業経験のない人が、すぐ農業に入るのは、土地も要りますし、いろいろ技術も

要るものですから、ふえたことに甘えずに、しっかりと就農に結びつくように県としても

きちんと丁寧にケアしていきたいと考えています。

○太田委員 ２４２名の方々が実際に相談に来られて、２５名の方が就農するという状況

になっているということでよろしいでしょうか。

○小坂農林部次長（農政担当、担い手・農地マネジメント課長事務取扱） 委員のおっし

ゃるとおりです。

○太田委員 そうしましたら、奈良県全体の農業をされている方の数は、平成２８年３月

現在で見ましたら、総農家数が２万５，５９６戸、農業就業人口が１万９，４２２人とな

っており、この農家数は、どのような推移をたどっているのか。大きく減っているのか、

それとも現状維持になっているのか、その点はどうでしょうか。

○小坂農林部次長（農政担当、担い手・農地マネジメント課長事務取扱） お答えします。

推移のはっきりした数字が、今、手元にありませんが、総農家数も就業農業人口も、両者

相当数減っていると思います。

○太田委員 新規就農においても、２４２名の方が相談に来られて、実際に携わるのは２

５名と、一方で減る数が多いということで、やはりここへの支援はすごく大事だと思って

います。

中でも、大和野菜は、奈良県がブランド化として取り組みをされているかと思うのです

けれども、私もパンフレットも見て、去年、経済労働委員会の県内視察で大和高田市松塚

にありますＵＥＤＡなっぱ工房を視察するということで、私も参加させていただきました。

さまざまな努力がされているかと思うのですけれども、大和野菜は、特に県としてどのよ

うな取り組みをされているのか、その点についてお伺いをします。

○和田農林部次長（農業水産振興担当、農業水産振興課長事務取扱） 県の大和野菜の取

り組みですが、委員がお持ちのパンフレットにも出ていますが今、大和まななど２５品目

を大和野菜として選定しています。県としては、大和野菜そのものをチャレンジ品目に指
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定し、重点的に振興しているところです。

具体的に申しますと、生産面において、生産拡大、品質向上によるブランド化に向けて、

農家に一番近い農林振興事務所等が主体となって、例えば大和寒熟ほうれん草の大型トン

ネルのハウス栽培や、黒滝村に白キュウリがありますけれども、こういったものを特産品

として育てるということがあってキュウリの育て方や、また、平たん地域によくあります

黄金まくわの良食味の品種の検索と実証展示をしながら進んでいるところです。

また、平成２６年２月に大きな雪害がありましたけれども、雪害対策として農業研究開

発センターが開発した、風雪害に強いパイプハウスの開発をしています。これを実証展示

などをしながら生産者に普及しているところです。

また、加工面においては、付加価値を高めて奈良のオンリーワンの加工品を開発したい

ということも含めて、農業研究開発センターにおいて、例えばアントシアニンという機能

成分が含まれている下北春まなの中に、特に多いと思われる赤系統のものを見つけ出し、

これを育成して、加工することにより粉末にします。特に今、桜井市などで頑張っていま

す小麦を利用して、彩りそうめんを開発していきたいという取り組みもしています。また、

山添村の片平地区にも片平あかねという大和野菜がありますが、片平あかねの甘酢づけを

活用したドレッシングを開発していきたいと取り組んでいるところであります。

さらに、流通・販売面において、主に首都圏の百貨店や食品スーパー、卸売市場、奈良

まほろば館などで、大和まなの試食をしてもらったりして、大和野菜などの県産農産物の

ＰＲフェアを開催しているところです。また、大和野菜２５品目のリーフレットなどを作

成して、県内外に広くＰＲしています。

今年度は、県が主体となって生産、流通、加工、販売まで一気通貫して、いわゆる縦型

事業協同組合と言いますが、これをモデル実証するために大和野菜の増産を目指す県営研

修農場を宇陀地区で進めており、３月末には完成する運びです。

来年度には新たに、大和野菜の中でも花みょうがなど新規作物の作付面積拡大を図って

いきたいと考えていますし、また、先ほど申しました県営研修農場において大和野菜を周

年栽培して、首都圏等へ向け出荷する予定です。

今後とも県が率先して、生産、流通、加工、販売の各視点から大和野菜の生産拡大やブ

ランド化に邁進したいと考えています。

○太田委員 生産、流入、加工、販売への支援とあわせて、大和野菜としての販売ＰＲも

行っていただいているということです。
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私も実際にここに伺いまして、お話を聞きますと、この方はもともと自動車販売の会社

員で、それをやめて農業を務められているということです。先ほどの新規就農、研修とい

うところでも、こういう切り口での農業への携わりが非常に大事だと思いますので、その

点の支援、また、農家に行きますと、障害を持たれている方々の雇用や研修生の受け入れ

など、さまざまな雇用につながる取り組みもされていますので、あわせてその点について

もお力を入れていただきたいと思っています。いろいろなところに聞きますと何といって

も、農業は、いろいろな方が、相談に来られても、実際に農家として自立していくのは、

熱意を持っていても一握りで、それで食べていけるかどうかといったところで壁になって

いると聞いています。私たちも議会の中でも言っているのですが、地産地消を大いに進め

ていくという点では、学校給食での地場の野菜、地場産品を普及していくことは安定的に

生産していくことにつながりますし、また、地域にもそういう野菜があることを知ってい

ただくいい機会になるかと思うのですが、学校給食の地産地消という点での現在の取り組

みについてお伺いをします。

○辻本マーケティング課長 太田委員の学校給食に関する取り組みについて、お答えしま

す。学校給食における地産地消の取り組みについては、児童・生徒たちが、地元の安全、

安心な県産農産物に親しみ、健康的な食生活を目指す食育の推進につながり、また、地域

農業の振興にも寄与すると考えています。

県の取り組みとして、学校給食への地場食材の活用や、メニュー開発を促進するため、

平成２７年度にＪＡならけんや給食関係者、関係機関で構成される学校給食における地場

産物活用プロジェクトチームを立ち上げ、協議を重ねてきたところです。今年度について

は昨年１１月ごろから、川西町、三宅町、田原本町の磯城郡３町をモデル地域として、冬

場に収穫時期を迎えます大根について、地元産を活用し、おでんやみそ汁のほか、大根サ

ラダなどのメニューを給食に提供し、児童生徒から、また、関係者も含めまして、高い評

価をいただいているところです。

また、地場産の農産物を用いました漬物や大和野菜のふりかけのサンプルを試作して、

本年１月と２月には学校給食関係者に試食、評価いただく機会を設けるなど、学校給食に

利用できる加工品開発に向けた取り組みを、県教育委員会と連携して進めているところで

す。

今後は、先日の本会議での代表質問に対する吉田教育長の答弁にもありましたように、

農林部と県教育委員会が共同で推進会議を立ち上げまして、学校給食における県産農産物
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の活用を進め、学校給食の質の向上を図っていきたいと考えています。以上です。

○太田委員 平成２７年度は、国の地方創生交付金を活用して、県内の農産物や加工品を

活用した学校給食への提供の経費も県に出してもらっていて、例えば中学校でしたら１回

６０円などという補助金として、学校給食そのものへの直接補助は法律上できないらしく、

農産物の補助、学校給食の援助という形でやられていたと思いますが、それが国の６次産

業化ネットワーク活動交付金という形に変わって、かなり壁が上がってしまったといいま

すか、使いにくくなってしまったということも聞いているのですけれども、その点は実際

どうなのでしょうか。

○辻本マーケティング課長 今、太田委員がおっしゃった話で、平成２７年度については、

地方創生交付金を使いまして、県の事業として１食当たり小学校で５０円、中学校で６０

円と購入単価が上がる分は補助をしていく事業をしていたのですけれども、平成２８年度

については、国の６次産業化ネットワーク活動交付金事業で、同じシステムの中で市町村

が取り組めることになりました。

中身としては、学校給食における新メニューの導入実証などの取り組みに対して支援す

る事業内容を、市町村に対しては周知徹底をしたところですけれども、事業採択について

は、市町村での協議会成立、戦略策定といった事業要件があり、これが厳しいということ

で少し取り組みにくい状況であるという現状です。

県としても、要件緩和について、国に要望を重ねているところです。以上です。

○太田委員 市町村の中で協議会などいろいろと立ち上げないといけないということで、

負担がかかってしまうという、難しいことだったのですけれども、磯城郡でうまくいった

のは、県が何か支援をした、何か働きかけがあったとかということがあったのでしょうか。

○辻本マーケティング課長 県として、費用的に補助したというのは基本的にありません。

先ほど申し上げましたように、ＪＡならけんや学校給食関係者を巻き込んだ形で、特に市

町村の教育委員会の熱意もあり、成功事例につながった要因であると考えています。以上

です。

○太田委員 県でも現在の制度がハードルが上がってしまって、なかなか市町村として取

り組みにくいということで、国にも要望を上げてもらっているということです。市町村で

やりたいと思っても、なかなかできないと。しかし学校給食を実際に食べている子ども、

そのお母さんは、地域のものを子どもたちに食べさせてあげたい、あるいは、どこでつく

られたものかを本当にわかる形で示してほしいと、学校給食に関してはさまざまな要望も
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あります。新たな活動交付金はハードルがあるということですので、県でも、その点での

支援をぜひ求めておきます。

最後に、今井議員が先日、本議会でも質問しました部落差別の解消の推進に関する法律

が国で通り、内容が部落差別をもとに実際調査や教育啓発、相談体制、これを地方公共団

体に押しつけるという内容になっているのですけれども、昨年１２月に成立した法律につ

いて、国から説明はありましたでしょうか。

○久森人権施策課長 部落差別の解消の推進に関する法律についてのお尋ねにお答えしま

す。

委員がお述べのように、昨年の１２月１６日に本法が施行され、国においては法務省が

所管となっていますが、そちらからの説明会等の開催は現在のところありません。以上で

す。

○太田委員 法律を見ていますと、第１条で、現在もなお差別が存在するとして、差別の

解消推進とありますけれども、この部落差別の定義は存在するのでしょうか。

○久森人権施策課長 部落差別の解消の推進に関する法律については、法律で定義がされ

るケースが多くあり、法律上定義が必要ではないかという議論もありましたけれども、昭

和４０年に出されています同和対策審議会の答申を踏まえた議論の上で制定に至ったと考

えています。この法律については、定義はありません。

○太田委員 かつては奈良県でも旧同和地区の地区改良事業によって、住環境が改善され

て、地区内外の住民の交流や居住の自由、職業選択の自由、若者の結婚感も変わるなど、

さま変わりしてきました。

この法律が復活すると、同和行政を復活促進する口実にもつながると思っています。先

ほどありましたように、定義はないということです。

改めてお伺いをしますが、国で法律ができましたけれども、県で条例をつくるなどとい

う計画はあるのでしょうか。

○久森人権施策課長 県での条例制定の計画はどうかですが、本県においては、平成９年

に、議員の皆様方の提案により制定された条例があります。奈良県あらゆる差別の撤廃及

び人権の尊重に関する条例があり、その前文で、多様な人権課題の中の一つとして部落差

別の存在を明記しています。今回、新しく制定されましたこの法律と基本的な認識が同じ

ものだと考えています。また、この条例の目的は、人権の尊重について、県及び県民の責

務を明らかにして、同和問題その他の人権に関する問題の解消を図り、もって人権が等し
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く尊重される社会の実現に寄与すると規定されているものです。そういったことから、本

法施行に関連して新しく条例を制定する必要性はないと考えています。以上です。

○太田委員 改めて条例をつくる計画はないということでした。今回、この法律が国でも

つくられましたけれども、附帯決議の中では、新たな差別が生むことのないようにという

文言が２回使われており、これを進めるに当たっては非常に注意が必要だと思っています。

私たちも、こうした法律が国でできて、新たな差別が生まれないように注視していきたい

と思っています。以上です。

○亀田委員 先ほど申し上げればよかったのですけれども、要望だけ１件述べさせていた

だきます。

きのう、教育委員会に質問したのですけれども、部活動の指導員の話です。

スポーツ振興課で所管しています総合型地域スポーツクラブのスポーツ指導員が、私が

聞いている範囲では、ある学校の部活動の指導に行って、なかなか成績が伸びなかった部

活動が県予選でベストフォーに入った事例もあるので、総合型地域スポーツクラブの指導

員が、教育現場に行って部活動を教えるということが実際にあるのかと、想像しています。

逆にスポーツをやりたいという子どもが学校にそのクラブ活動を教える先生がいない場合、

そこへ指導員を派遣するということですけれども、例えば個人競技で、一人でしたいとい

って、その一人につけるのかという話になってくると、例えば総合型地域スポーツクラブ

の指導員が、近隣の複数の学校の子どもたちを集めて指導する方法もあるのではないかと

いう想像もしています。教育委員会だけの話ではなく、スポーツ振興課でも、横断的に議

論を深めていただいて、スポーツをやりたいという子どものニーズに応えられるように、

保健体育課とスポーツ振興課とぜひよろしくお願いしたいと言っておきたかったのです。

それだけ要望させていただきます。

○岡副委員長 それでは、３点ほど質問をします。

１点目、農林部に質問です。「平成２９年度一般会計特別会計予算案の概要」の１６６

ページ、農地防災事業が予算組みされていますけれども、これに関連してお尋ねをします。

結構大きな予算額です。多分いろいろなため池等の整備に使うお金だろうと思いますが、

どのように使われるのか、教えてください。

○森山委員長 答弁者は誰ですか。

○岡副委員長 この件に関しては通告していませんでしたのでいいです。提言ですので聞

いてほしいのですが、ため池等の防災という観点から、万が一、例えば大きな地震が来た
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ときに、緊急対策をどうするのかということで、今は地震が起きても崩れないように、多

分、補強工事など、いろいろなことをされていくのだろうと思いますけれども、それとは

別の次元で、提案をしたいと思いまして、このことを取り上げたわけです。

といいますのは、ある新聞記事によりますと、老朽化したインフラをＩｏＴを使って監

視する体制をつくったらどうかという提言的な内容で、関西電力やＮＴＴあたりはそうい

う事業、分野に対して非常に積極的に研究開発をされているという報道です。

既に本県においても、地すべりなど山が崩れるようなところには、いろいろなセンサー

を設置して、常時監視体制をしていると思うのですけれども、いえばそういうイメージの

話だと思うのです。

常に危険な箇所等について、２４時間３６５日、その動きを監視するためにＩｏＴで監

視することを、ため池等、特に池の下に大きな集落があり、万が一、堤防が決壊した場合

に、大きな惨事につながるおそれがあるところは、ぜひ一回研究してもらいたい。費用も

そんなにかからないと聞いていますので、ぜひ研究してもらいたいと思いますが、このこ

とについてお考えはいかがでしょうか。

○小林農村振興課長 ため池の動きを監視するＩｏＴの導入についての質問です。現在、

ため池については、ため池の状況を、点検している状況で、点検対象は、防災重点ため池

及び受益面積０．５ヘクタール以上のため池について、点検をしています。平成２５年度

から平成２７年度に点検を実施しており引き続き実施していく予定です。耐震調査の実施

状況と、防災重点ため池に係るハザードマップの作成等に、協力したいと思っています。

その中で、ＩｏＴの導入については、今のところ検討している状況でありません。以上

です。

○岡副委員長 予告していなかったので、ここでまとめて担当課で答えるのは難しいと思

いますけれども、農林部長、よかったら一言お願いします。

○福谷農林部長 農村振興課長からため池の耐震や防災面における調査の実施は計画にの

っとってやっているのは事実です。

ただ、委員がお述べのＩｏＴを利用することは、起こってはなりませんけれども、それ

らを未然に監視することが大きな目的だろうという趣旨だと思いますので、その点につい

ては、我々、まだそこまで認識を持っていませんので、一度研究をさせていただけたらと

思っています。そういう形で対応したいと思います。以上です。

○岡副委員長 今後研究課題として、よろしくお願いしたいと思います。
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次に、先般私が代表質問で、県立医科大学の新キャンパスの話の中で、ＣＬＴという言

葉を使い、少し話をしました。このことについて多くを語りたかったのですけれども、代

表質問の制限時間の中で語れなかったので、私なりにいろいろと勉強した経緯もあります

ので、ぜひ意見を申し上げたいと思います。まずＣＬＴについて現在、全国はどのような

状況なのか、活用というか、どのように取り組まれているのかという状況と、今後ＣＬＴ

を進めるとすればどういう課題があるのかの２点についてお尋ねします。

○中村奈良の木ブランド課長 私からはＣＬＴの状況、今後の将来性等について、答弁し

ます。ＣＬＴとは、ひき板を直交に積層接着した大型パネル材です。新しい建築材料とし

て耐震性、耐火性、断熱性などにすぐれた魅力的な木質の材料です。工場でパネル化され、

建築日数も短くなる長所があり、近年欧米を中心に中高層ビルにも使われている、将来性

のある建築材料と考えています。

県内では、昨年８月に奈良市の社会福祉法人が５階建てのＣＬＴビルを建てました。こ

れは、１階はＲＣといいまして鉄筋コンクリートづくりで、２階から５階がＣＬＴになっ

ています。これに、県も林野庁の予算を活用して助成を行っているところです。

全国的には、低層の建築物ですけれど、それを中心に、国の支援を受けながら約１００

棟を超える公共建築物等が竣工、建築中となっている状態です。

今後さらにＣＬＴ工法による建築を普及させていくためには、ＣＬＴの中高層ビルの建

築での耐火性能等の技術的課題の解決やＣＬＴ工法に対応できる建築士の養成等が必要で

あると考えています。

一方、本年２月現在で、全国でＣＬＴのＪＡＳ認定工場は８カ所あり、建設中と計画中

のものも２カ所あると聞いています。ＣＬＴの新工場の建設には、少なくとも３０億円か

ら４０億円の投資が必要になると聞いており、採算ベースに乗せるには、ＣＬＴの生産量

は年間少なくとも３万から４万立法メートル、原木の調達は年間１０万立法メートル程度

が必要となります。初期投資が多額な上、原木調達が可能かどうかの検討も必要となって

きます。

加えて、県としては、ＣＬＴ工場の建設にはやる気のある民間事業者が事業主体となり、

県が側面から支援、サポートをする体制が望ましいと考えており、木材業界と十分調整す

る必要があると考えています。

現状では技術的課題や、ＣＬＴ工法に対応できる建築士が少ないことなどにより、建築

需要は少ない状況です。こうしたことから、いち早く新設工場を整備した岡山県の銘建工
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業株式会社、私も視察に行きましたが、こちらの工場の稼働率は、まだ１割程度にとどま

っている状況だと聞いています。

しかしながら、ＣＬＴは新しい材料で奈良県産の杉のＢ材、真ん中の部分ですけれども、

需要の拡大につながることが期待できますので、本県では平成２７年度に日本ＣＬＴ協会

に加盟しました。平成２８年度にも、ＣＬＴで地方創生を実現する首長連合にも加入して

います。それから、建築士やＣＬＴ工法による建築に関する専門的なセミナー、研修会へ

の参加を働きかけているところで、今後、強く関心を持ちながら、情報収集や研究に努め

たいと考えています。以上です。

○岡副委員長 奈良の木ブランド課長みずからＣＬＴの工場を視察されたということで、

私も心強く思いますが、同じものを私も見てきた上での質問ですので、課題はたくさんあ

るのも、よく承知しています。ただ、先般本会議場でも申し上げたように、ＮＨＫが、

「サキどり」という番組で２回も放送しています。私も興味深く、２回とも思わず見てし

まいましたけれども、これからの林業活性化の起爆剤の一つになるのではないかと思われ

ますので、何とか、奈良県の長年の悩みである林業復興のための解決策になっていかない

かと思っているところです。

そこで、提案ですけれども、課題はたくさんあるものの、ベクトルは近い将来、企業ベ

ースに乗せてやっていこうということだからこそ、今８社、１０社の既にプラントが立ち

上がっているわけで、それに追随しようというところもあるように聞いています。ご存じ

のとおり、このプラントは材料になります木材を搬送するのに、遠くから搬送したのでは

採算が合わないのです。ですから、材木の生産地の直近にそういうプラントをつくって、

そこでＣＬＴの木材を加工していくということがいいわけで、その点から考えますと、今

まだ紀伊半島にはプラントがあると聞いていないのですが、その辺は予定があるとか何か

そういうことは聞いておられませんか。お答えください。

○中村奈良の木ブランド課長 紀伊半島３県の中では、そういう話は今のところ出ていま

せん。以上です。

○岡副委員長 私もそのように聞いていますけれども、それで、提案をしたいのですけれ

ど、荒井知事は、非常に積極的に紀伊半島の３県の知事とサミットをやりまして、活性化

のために取り組んでもらっています。ぜひＣＬＴを、今後３県で共同して、何らかの形で、

行政が旗振り役をしながら事業化していく方向はできないかどうか、３県の首長サミット

の中へテーマとしてテーブルにのせていただきたいと思うのですが、いかがでしょうか。
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○中村奈良の木ブランド課長 紀伊半島の３県知事会議の内容までは、私では答えられな

い部分がありますが、以前より、３県で林務担当課長会議を設置していますので、継続的

に林業や木材産業に関する情報、意見交換はしています。その中で、ＣＬＴ工場を議題に

上げて相談、研究することは可能ですので、その中で考えていきたいと思います。以上で

す。

○岡副委員長 越権行為を質問して申しわけありません。この件については、総括審査で

知事に直接ご決意を聞こうと思いますので、よろしくお願いします。

最後に、これも先般、代表質問で奈良県中央卸売市場に関する廃棄物処理の取り組みに

ついて質問しました。時間の関係で、これもそのときは詳しく聞けなかったので、少し追

加して、質問します。

まず、初歩的な質問ですが、奈良県中央卸売市場は、現在、県からどれくらいのスタッ

フが行って運営構成がどうなっているのか、教えていただけますか。

○大月農林部次長（市場担当） 中央卸売市場に関する質問にお答えします。県から行っ

ている人数で負担しているのは１７名です。

県からの支援というか繰入金は、平成２９年度予算では１，５８１万５，０００円を一

般会計から繰り入れていることになります。

○岡副委員長 １７名ということですが、これは、県の職員として直接人件費を払って行

っている方が１７名ということですか。

○大月農林部次長（市場担当） 県の職員が市場で従事しており、その人件費は中央卸売

市場事業費特別会計で見ているということです。

○岡副委員長 市場の特別会計で。ということは、今質問しようとしている分野において

は、また違う話になるのですけれども、全体としては特別会計の中で１７名の人件費が払

われて、それでそこで働いているということは、かなりの人件費がそこで使われているの

だろうと思います。わかりました。数字は聞きませんけれども、１７名と聞いただけでか

なりの人件費が使われているのだろうと思います。

それで、この中でお尋ねしたいのは、何点かあります。中央卸売市場の運営について、

体制を聞いたのですけれども、市場清掃組合の体質改善という点から今後どのような課題

があると認識されているのか、まずお尋ねします。

○大月農林部次長（市場担当） 中央卸売市場においては、場内の事業者が排出する廃棄

ごみについて、同業の方がたくさん集まっておられますので、共同処理をするほうが効率
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的ということで、８０数社で清掃組合を組織して共同処理をしています。岡副委員長から

も本会議でご質問いただいたように、その運営について、県は同じところにありますので、

事務局をしっかりサポートする役割を担っており、もちろん民間企業ですので、もっとも

有利なところと契約する形で業者は選定されていますけれども、いろいろ事務処理につい

て適正化を図る支援や公明性を高めるように入札を導入してはどうかなどを、今までもア

ドバイスをしてきましたので、これからもそういう形で経営改善に協力していきたいと思

っています。

○岡副委員長 では、細かくお聞きしたいと思います。

まず、１点目、廃棄物処理が市場の中でされている中で、段ボールの処理の問題です。

聞くところによりますと、入札に切りかえたと。それまでは、任意売却されていて、市場

の報告書を見ましたら年間で約３２万円の金額が上がっており、今回、入札にされたよう

ですけれども、入札は済んだのですか。

○大月農林部次長（市場担当） ３月９日に入札をしました。

○岡副委員長 金額は幾らで決まりましたか。

○大月農林部次長（市場担当） 清掃組合については、今のところ情報公開制度というの

がありませんので、額については来年度の分で契約もまだ終わっていない今の時点で公表

するのは差し控えたいと思います。近畿の各市場とほぼ同じ、いい金額で落札されたと聞

いています。

○岡副委員長 その辺の背景は私もわかりますので、それ以上強くは言いませんけれども、

私が聞いた話では１，０００万円前後ぐらいということも聞いています。それまでが年間

３２万円～３３万円という処理だったものが、入札すれば大きな金額が出るのだろうと、

いずれ結果はわかります。この差は一体何でしょうか。

○大月農林部次長（市場担当） 岡副委員長は、年間１，０００万円とおっしゃいました

けれども、キログラム単価で入札をしました。

○岡副委員長 わかりました。

○大月農林部次長（市場担当） 今までキログラム単価では取引していませんでしたので、

市場全体で排段ボールがどれぐらい出るかという総重量が、現在正確にわからないところ

です。ただ、１，０００万円などという大きな額にはとてもではないですが、ならないと

考えています。

○岡副委員長 聞くところによりますと、１キログラム１６．２円ぐらいと聞いています。



- 47 -

それを、今までの量と掛ければ、おのずから金額が出るわけで、ただこれが正確に今まで

把握していたのかどうかという問題もあるわけです。他の市場等の情報を聞いてみますと、

奈良県の規模ぐらいの市場ですと、申し上げたように１，０００万円前後ぐらいはあるの

ではないかという方もいらっしゃいます。もう間もなく数字がでると思いますけれど。い

ずれにしても、その半分としても５００万円、今まで年間３２万円、３３万円ほどで、こ

の違いというのは、何が原因だったように思いますか。

○大月農林部次長（市場担当） 清掃組合における廃段ボールの処理は、平成２８年度ま

では、重量による単価契約ではありませんで、年間幾らという、先程副委員長がおっしゃ

いました、３２万４，０００円という数字で契約をしていました。ごみ集積場に持ち込ま

れた段ボールを引き取るときの値段として、入札がありましたが、これまでは広い場内の、

１５万平方メートルに散乱する段ボールも毎日回収するという回収業務も合わせた金額と

して年間３２万４，０００円で清掃組合と段ボールの引き取り業者とが契約をしたと。当

然毎日のごみ回収という清掃業務も含んだ形で契約をしていたということなので、こうい

う低い金額になっているということです。

○岡副委員長 私は、どちらかといったら勘ぐり深い男ですので、しつこく聞きますけれ

ども、清掃組合に売れば、恐らく今回入札でも出た金額があり、それぐらいの売り上げに

なったはずで、実際になっていた可能性があります。その差額は一体どこに行っているの

かという認識はいかがですか。

○大月農林部次長（市場担当） 今までは回収業務込みの定額という形を清掃組合でみず

から決定したと、そのときは一番それが、合理的だという形で決定されてきました。今回、

県も勧めたことによって入札という新たなことに取り組んだ結果、確かに収入は来年度か

らふえると思いますけれども、そのことによって逸失利益が発生したなどという考え方は

当たらないと考えています。

○岡副委員長 済んだこととはいえ、かなり大きな金額が過去、逸失されていたと私は思

うのです。これはきちんと把握して、きちんとした手続を踏んで業者に売り渡しをして、

収入を明確にしていれば、こんなことにはなっていなかったと思うのです。

これは今までの、管理上の認識が、１７名も職員が派遣されていて、実質上部団体とし

て、管理は県がやっているのでしょう。管理契約を見ましたけれども、県の担当者が、事

務や管理面をやるという文面があります。県の職員が大勢いながら、そういうことを把握

していなかった。つい最近になって、入札に切りかえた。これは恐らく私が言い出したか
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ら、入札したのかと思っています。やはりこれは大きな反省点だろうと思います。是正し

て入札されたということですので、結論としてはそれで了としたいと思いますけれども、

過去の逸失利益についての認識については、責任はないという言い方をされたようですが、

もう一度答弁してください。

○大月農林部次長（市場担当） 同じようなことを繰り返して恐縮です。平成２８年度ま

では清掃組合、もちろん県も指導する立場にあったのですけれども、方法が毎日場内を回

って回収するという、１５ヘクタールの広いところを回って回収していただくという業務

を含んだ値段として、これが一番合理的だとそのときは考えて契約をしていたわけです。

今度は、場内清掃はまた別に新たにしなければならないのですけれども、段ボールの売却

の利益という面に関しては、確かに平成２９年度以降は今に比べてかなり大きな金額は入

ることになりました。これは新たなことに取り組んだ改善の結果、利益が生まれたと考え

ています。

○岡副委員長 苦しいですね。要するに、私が言いたいことは、段ボールは以前から出て

いるわけでしょう。それを処理したいわけです。それを年間わずか３０万円そこそこの金

額で了としてきたことについて、実際入札したらその１０倍、２０倍になったはずです。

このことについて、今振り返って見れば、反省はないのですかということを聞いているの

です。

○大月農林部次長（市場担当） 何度も恐縮です。回収業務自体の金額というのが、これ

からどれだけふえるかが、まだ見えない部分があります。ただ、岡副委員長がおっしゃる

ように、トータルとしては今までの金額よりは利益は上がると考えているところです。

○岡副委員長 同じ話になると思うのでもうやめます。でも、これは一つの例として、今

回いろいろと情報収集した中で、やはり問題点だと思いましたので、この場でしっかりと

認識をしてもらいたいという意味で取り上げました。

もう一つ、気になることがあります。それは、廃棄物と有価物の認識の問題があります

が、多分ご存じと思いますけれども、平成２５年の通達があるはずで、そこには、有価物

とは何かということの再度の徹底通達があったと思いますけれども、その辺の認識につい

てお答えください。

○西井廃棄物対策課長 岡副委員長がお述べのとおり、平成２５年３月２９日付で、環境

省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課長から、全都道府県、政令市の所管部

局長宛て通知が出ています。行政処分の指針についてというタイトルです。この中で、廃
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棄物該当性の判断についてという項目があり一部読ませていただきます。廃棄物とは占有

者がみずから利用し、または他人に有償で譲渡することができないために不要となったも

のをいい、これらに該当するか否かはそのものの性状、排出の状況、通常の取り扱い形態、

取引価値の有無及び占有者の意思等を総合的に勘案して判断するものということで廃棄物

の該当性を定義されています。実際、廃棄物の該当性については客観的な事実、客観的な

証拠や事実認定、この辺もいろいろ踏まえて慎重に、廃棄物である、廃棄物でなければ有

価物と判断しなければならないと考えています。

○岡副委員長 説明いただきましたが、わかったようで、まだわからない方もいらっしゃ

ると思いますけれど、要は、それまでは有価物といえば、ゼロ円でない限り、１円でも値

段がついて渡したら有価物だと思っている方が多かったのです。追い銭を打って引き取っ

てもらうものは廃棄物という認識だったのだけれども、有価物は単に１円でも売れたら有

価物ではないということを、平成２５年の通達で、指摘されたわけです。なぜかというと、

実際預かったものを処理するまでには運送料や手間賃がかかります。その上でなお、やっ

た業者の手元にお金が残って初めて有価物なのです。

なぜ、このようなことを言うかというと、廃棄物処理法という法律があり、廃棄物を処

理しようと思えば、その法律に基づいて処理しなければならないのです。ですから、市町

村をまたがる場合の処理や県をまたがって処理する場合は、全て基本的には相手方に通知

をしなければならないルールがあるわけです。しかし、有価物であれば自由に動けるので

す。運べるのです。ですから、気をつけなければならないのは、奈良県下の市町村の自治

体の担当者の判断においても、この辺がまだわかっていない担当者がいるような状況です。

いろいろと市町村に問い合わせして回答をもらったら、例えば先般取り上げました魚粗の

問題にしても、ある業者はそれを集めて他府県へ運んで、養殖用の餌になり、結構高く売

れるわけです。ところが実際は、廃棄物になると手間がかかりますので、形だけ有価物に

して運んでいるおそれがあります。私が確認したわけではありませんが、そのおそれがあ

ります。現場の各市町村の担当者がそのような認識ですから、これは有価物だから報告し

ないでいいと言われたら、そうですね、キログラム１円で売っていますからという感じで、

終わっているわけです。そうではないということが、平成２５年の通達で出ているわけで

すから、廃棄物対策課で、もう一度各市町村の担当者の方々が廃棄物処理法に基づいてき

ちんと処理されているのかどうか、特に廃棄物の処理についてはそういうルールがあると

いうことを、再度徹底するように、事業者に対してもご指導をお願いしたいと思います。
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奈良県の処理の中で、多少問題だと思ったのは、今でこそ、魚粗については有償できち

んとした処理をされているようですが、かつては、その辺がわけのわからない状態で処理

された時期もあったようです。廃棄物として処理されたのではないかと思われる節があり

ます。それが廃棄物ではなくて、とんでもないところへ行っていたとか。

それから、もう一つ問題なのは、一時預かる中間保管施設等についても、いろいろと世

間を騒がした問題があり、大阪のたしか田尻町でありました。そういうことも実は絡んで

いるわけで、こういうことはきちんと、監視していかないといけない問題があると思うの

です。特に、中央卸売市場から出る量も結構多いですし、その廃棄物も多岐にわたるわけ

です。例えば、野菜の残りでも、今はそれを全部リサイクルして肥料にするなど、いろい

ろできるわけです。そうしていけば有価物になる可能性もあるわけです。その辺のことも

きちんと整理しながら可燃ごみ、不燃物木製、パラ製パレット、先程言いました段ボール、

魚粗、発泡スチロールなどいろいろ種類があると思いますが、それぞれ、お金にかわるも

のはしっかりとかえていくことを、ぜひやってもらいたい。そして、誰かが、どこかで知

らないうちに懐へ入っていることのないよう、職員はないと思いますけれど、甘い汁を吸

っている業者がいないようにするためにも、中身をしっかりと監視をしてもらいたいと思

うわけです。

細かいことはまだありますけれども、基本的にはそういう認識を持って、これからの運

営をしっかりやってもらいたいと思いますが、農林部長、このことについて一言お願いし

ます。

○福谷農林部長 副委員長からご指摘の部分については、非常に微妙なというか、そうい

う問題であるという認識もしています。いずれにしても、今後、中央卸売市場については、

今考えております将来ビジョンの中で、当然県民の台所という基本的な考え方を忘れずに、

開かれた市場を目指して、どういう形で改革をしていくかの検討を始めたところです。当

然その中には、市場から出る廃棄物に対する処理の仕方についても、一つの大きなテーマ

であるという認識のもとに、これから関係者も含めた上で協議をしていこうとしていると

ころですので、副委員長からのご指摘の分についても、十分認識の上、対応していきたい

と思っています。以上です。

○岡副委員長 言い忘れていましたけれども、意見として申し上げたいと思います。農林

部長からも答弁ありました市場のあり方をどうするかということは当然必要で、県全体の

政策の整合性ということがあると思います。例えば道の駅でも農産物を県も積極的にどん
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どん店を出させて、売らせています。そういう産地直送というのも、大事なことだと思い

ます。そういうことに社会が変わってきた中で、では奈良県の中央卸売市場に、今後どの

ような役割を求められるのか。しかも、結構大きな人件費も投入しています。補助金も５，

０００万円、６，０００万円と、実質的に使っているのですから、これだけの経費を使っ

て何をしていくべきなのか、どこを見直さなければならないのかという大きな課題がある

と思います。ぜひ、早急に検討いただいて、市場で働いている皆さんも誇りとプライドが

持って働ける職場環境にするためにも、生きがいのある職場づくりのためにも、頑張って

ほしいと思いますので、よろしくお願いします。以上です。

○森山委員長 ほかに質疑等ありませんか。

ほかに質疑等がなければ、これをもって、くらし創造部、景観・環境局、農林部の審査

を終わります。

あす３月１７日金曜日は午前１０時より県土マネジメント部、まちづくり推進局、水道

局の審査を行います。

では、これで本日の会議を終わります。


